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ӦϏδϣϯܦ (*'5��ʹ͍ͭͯ
社グループͰ、事業Λ௨ͨ͡価出に͚、ࢦす࢟の࣮
すɻすͳわͪ(MPCBMJ[BUJPO·͍ͯ͛ܝ༿Λݴに͍ͭͯ4ͭのݱ

（グローバルにビジネスϑィールυΛల։する）、
IOOPWBUJPO（ᶸ紙ྗ Ͱ˅ະདྷΛ։する）、FVODUJPO（ఏҊ ・ྗ
ͦ、（ըྗͰ付加価Λ造するا しͯTSVTU（ステークホルμー
の৴པにԠ͑る）の4ͭͰすɻͦ ΕͧΕの಄จࣈΛͭͳ͛ͯ(IFTͱ
し、ͦ ΕͧΕのڥଆ໘ΛྀߟしͯਪਐするͨΊの�1（プラス1）
Λ加͑ͯ(IFT�1ͱし͍ͯ·すɻ
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広報誌「TSUNAGU」

TSUNAGU GALLERY

άϩʔόϧܦӦͷॆ࣮ͱ࣋ଓతͳ成長Λࢦ ·͢͠ɻ

ࣾһͱͦ ͷՈͷΛ͢ٻΔͱͱʹ
ࢦΛۀا٬ɾऔҾઌɾҬࣾձΑΓ৴པ͞ΕΔސओɾג ·͢͠ɻ

॥ࣾܕձͷ࣮ݱͱڭҭɾจԽɾۀ࢈ͷৼ͘ʹڵ ݙߩ ·͢͠ɻ
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ຊϨϙʔτʹ͍ͭͯ
当社は、2016年度より経営実績・事業戦略などの財務情
報並びにඇ財務情報を包括的におえするため、「統合報
告書」として発行しています。

ใࠂରൣғɾؒظ
本報告書の記載事項は2018年3月期（2017年4月1日～
2018年3月31日）における当社グループの状況を主たる
対象としておりますが、一部に2018年4月以降の内容も
含んでおります。

発行ظ࣌
今回発行ɿ2018年10月
次回発行予定ɿ2019年9月

߹ͤઌ
˟104-0044
東京都中ԝ区明ੴொ6൪24号
国際紙パルプ商事株式会社
経営企画本部 経営企画部 IR・広報課
TELɿ03-3542-4169
FA9ɿ03-3542-4266

当社ロΰϚーΫに͍ͭͯ
当社のロΰマークは、「国際紙パルプ商事

株式会社（KOKUSAI PULP & PAPER 

CO.,LTD.）」のイニシャル「K」とए༿のイ

メージを༂動的にデザインし、あらΏる可

能性を追ٻする先進性を表現しています。

また、シンボルカラーの「」は地ٿ環境保

護へ積極的に取り組む「環境との共生」の

考え方を象したものです。

スςーΫϗルμーのօ༷ͱ当社Λ͙ܨ
コϛュχέーシϣンπールͱ͠ ͯ配ͯ͠い·すɻ

༷ʑなࢴのັྗΛ͝հするͱͱに、
当社の࠷৽ใΛͯ͠ࡌܝい·すɻ

（年4回）

品࡞た༷ʑな͠ࡌܝʮ546/A(6ʯにࢽใ
に͝ཡいたͩࡍ品なͲΛ࣮ࢴ ス͘ペースͱ͠ ͯ、

本社1֊にΪャϥリーΛ։ઃͯ͠い·すɻ
͓取引ઌ༷地Ҭॅຽのօ༷なͲଟ の͘ํʑに

͝ཡいたͩいͯい·すɻ

当社の׆動に͓ける財務ใฒびに
非財務ใΛ包括తに͓͑するたΊ、

2016年よΓൃͯ͠ߦい·すɻ
（年1回）

業ใ、*RใなͲΛا
λイϜリーにൃ৴ͯ͠いる8FCαイトͰすɻ

当社の事業内༰ΛҰൠのํにΘかΓす͘
͓͑するたΊʮࢴࡍࠃパルϓ商事ͱはʁʯͱい͏

コンςンπΛઃけͯい·すɻ

CONTENTS

Communication tool
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େࡕʹ͓͍ͯɺʮ(ג)େಉ༸紙ళʯΛ
ઃཱɺࢿຊۚ���ສԁɻ
ɾ໊ژళʗࢧ ɻژɾ౦ݹ

海֎ॳͷग़張ॴͱͯ͠上海ग़張ॴ
Λ։ઃɻͦ ͷޙதࠃʹग़張ॴΛ
ଓʑͱ։ઃɻ

Ձをし、ະདྷにͭな͙
History of KPP

1920~ 1960~ 1975~ 2000~ 2010~

近代的洋紙製造の勃興期に
国際紙パルプ商事の前身「大同洋紙店」が誕生

期

ੈのதのग़དྷ事

高度経済成長期の流れに沿って
事業を拡大

長期
業界再編の中心となり、
合併等による業容拡大とグローバル展開を進める

༂動期
事業構造改革とビジネス領域の拡大を推し進め、
創立100周年に向かう

ୈ�の業期

1924

1925

ຊͰॳΊͯถࠃʹ紙Λ༌ग़ɻ 
༺ը͠ɺ৽ฉاಉͰڞ業ͱଠא
紙ͷ༌ग़ʹޭɻ

Ԧࢠ࿈߹௨商（ג）ͱ߹ซ͠ɺࣾ ໊
ΛʮେӬ紙௨商（ג）ʯʹ มߋɻԦࢠ
͕ॆػྉͷ༌ग़ೖݪͷɾܥ
࣮ͨ͠ɻࢿຊۚ�ԯԁɻ

1926

1931

1954

भࢧళΛ։ઃɻ

1968

1971

1973

紙ྲྀ௨業ք࠶ฤͷઌ͚ۦͱͯ͠
ѥͱ߹ซ͠ɺࣾ（ג） ໊Λʮࡍࠃ紙
ύϧϓ商（ג）ࣄʯͱվΊΔ（௨শ
KPP）ɻࢿຊۚ��ԯ�,���ສԁɻ

1999

ຊࣾΛ౦ژʹҠసɻ

ॳͷ海֎ݱ๏ਓΛ߽भʹઃཱɻ

�����݄ ���ԯ,�ߴച上ʹظ
ԁͱͳΔɻ

େ紙業（ג）ͱ߹ซɻΦΠϧγϣο
ΫޙͷෆگΛଧഁ͢ΔͨΊ߹ซɺ
ԽΛਤΔɻڧ൫ͷجӦܦ

1975

1976

1979

๏ਓΛઃཱɻݱʹߓ߳

1982
ถݱʹࠃ๏ਓΛઃཱɻ

1997
γϯΨϙʔϧʹݱ๏ਓΛઃཱɻ

ദҪ紙業(ג)ͱ߹ซɺӦ業ྗͷڧԽ
͓Αͼऩӹج൫ͷ֦ॆΛਤΔɻ
�����݄ ߴͷച上ߴ࠷ڈաظ
�,���ԯԁɺܦৗརӹ��ԯԁΛୡ
ɻࢿຊۚ��ԯ�,���ສԁɻ

2007

�����݄ ���ԯԁ,�ߴച上ʹظ
ͱͳΔɻ

෦紙商(ג)ࣄͱ߹ซɺྲྀ ௨ػͷ
ॆ࣮ͱܦӦج൫ͷڧԽΛਤΔɻ

2000

2006

ʮ૯߹॥اܕ業ʯΛ͠ࢦɺόΠΦ
Ϛεൃి༻೩ྉͷൢചΛతͱ͠
ͨαʔϚϧϦαΠΫϧࣄ業ʹਐग़ɻ
紙ϦαΠΫϧϙΠϯτγεςϜݹ

ʮeDomoʯ���ళฮઃஔୡɻ

2016

ॅ商紙ύϧϓ（ג）ͱ߹ซɻ紙ݪྉ
෦ฒͼʹแࡐࢿ෦ΛڧԽɻ

γϯΨϙʔϧ KʹPP ASIA-PACIFIC
PTE. LTD.ΛઃཱɻΞηΞϯɾΠϯυɾ
ΦηΞχΞҬͷܦӦاըɾཧػ
Λ౷ׅ͠ɺࣄ業֦େΛ͢ࢦɻ

2013

2015

ϗΧϯTOKYOϏδωεαʔϏε
ઃཱɻ（ג）

2017

౦݊ূژऔҾॴࢢୈҰ෦ʹ上ɻ
2018

ຊۚ�ԯԁɻࢿ

ձࣾ����ʢେਖ਼��ʣʹઃཱɻࣜגࣄύϧϓࢴࡍࠃ
ɻͨ͠·͖ͯ͠ݙߩʹΊɺจԽͷൃలͭݟΛ࣌ͷൢചΛ௨ͯ͠ࢴ
͜Ε͔Β༷ʑͳՄੑΛ͠ٻɺ
৽ͨͳϏδωεͷߏஙΛ͖͍ͯ͠ࢦ·͢ɻ

米国で株価暴落
世界大恐慌始まる（’29）
太平洋戦争終結（’45）
日本国憲法公布（’46）
日本国憲法施行（’47）

サンフランシスコ講和条約・
日米安全保障条約各調印（’51）
東京タワー完成（’58）
東海道新幹線開業（’64）
東京オリンピック（’64）
いざなぎ景気（’65～’70）

大阪万国博覧会（’70）
札幌冬季オリンピック（’72）
第一次オイルショック（’73）
日中平和友好条約調印（’78）
第二次オイルショック（’79）
 

つくば科学万博（’85）
プラザ合意（’85）
男女雇用機会均等法施行（’86）
バブル景気（’86～’91）
東西ドイツ統一（’90）
関西国際空港開港（’94）
阪神・淡路大震災（’9５）
長野冬季オリンピック（’98）

米国同時多発テロ事件（’01）
地上デジタル放送開始（’03）
中部国際空港開港（’05）
愛知万博（’05）
郵政民営化（’07）
リーマン・ショック（’08）

東日本大震災（’11）
東京スカイツリー®開業（’12）
消費税率８％に引き上げ（’14）
マイナンバー制度施行（’15）
18歳選挙権施行（’16）

1924年
設立パーティー

1935年
上海出張所にて

1999年
国際紙パルプ商事発足

1968年
東京本社 現本社ビル
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上場企業という新たなステージで
持続可能な社会の実現のため、長期的な視座に立って
事業活動を推進してまいります。

TOP MESSAGE

スςークϗϧμーのօ༷
社2018年6月26日に౦ژ証券取Ҿॴࢢୈ一部

৽্ن͍ͨし·しͨɻ͜ Εͻͱ͑に͓٬༷、取Ҿઌ༷、

株ओのօ༷͓Αびશͯの関係ऀのօ༷ํの͝ࢧԉのࣀ物

ͱ、৺ΑΓྱޚਃし্͛·すɻ1924年の業Ҏདྷ、社紙

ͱͦのपลૉ材Λ中৺ͱしͨ事業ల։にΑͬͯ成長Λ持ଓ

し、ࡏݱ連結子会社18社、関連会社12社、1,000名の

社員Λ༴するグループا業ମͱͳ͍ͬͯ·すɻવͳ͕Β

্ΰールͰͳ͘、࣍のステージに͕͋るͨΊの出ൃ

点Ͱ͋るͱࢲ͑ߟ·すɻΑΓଟ͘のํʑ͔Β͍ͨͩ͘期

にԠ͑るͨΊ、事業׆動Λ௨ͯ͡৽ͨͳ価Λ造し、ະདྷ

の๛͔ͳ社会ͮ Γ͘にݙߩするا業Λࢦし͍͖͍ͯͨͱ

すɻ株ओ・投資Ոฒびにશͯのステークホルμー·͍ͯͬࢥ

のօ༷に͓͔Ε·しͯ、ޙࠓͱมわΒ͵͝理ղͱ͝ࢧ

ԉΛࣀΓ·すΑ͏͓͍ئਃし্͛·すɻ

��1�年�݄ظの業績
さͯ、2017年の国ࡁܦ、ੈ քతͳܠ気ͱ円҆جௐ

Λഎܠにܠ気֦大͕ଓ͖、࣮ ࣭(DP͕2017年12月·Ͱ8

͔͚֬ͯ期連ଓͰプラスにͳるͳͲ、デϑϨ٫に࢛

ͳ取ΓͰ前ਐしͨ年ͱͳΓ·しͨɻ一ํ、ੈ քࡁܦに͓͍

ͯ、ே問、イラン問ͳͲのֶతリスクΛ๊͑

ͭͭ、リーマンγϣックҎ߱ͰॳΊͯのશ໘తͳܠ気ճ

෮ہ໘ͱͳ͓ͬͯΓ·すɻͦ のΑ͏ͳ中、2018年3月期の国

際紙パルプ商事グループの連結業、売্͕ߴ前期ൺ

3�૿の3,777億円、Ӧ業རӹ前期ൺ129.2�૿の23億

円、ܦৗརӹに͖ͭ·しͯ、同177�૿の30億円、࠷ऴత

ͳ期७རӹ24億円ͱ૿収૿ӹͱͳΓ·しͨɻ海֎ڌ点

の事業ߏ造վֵ͕一ஈམし、2016年にఈ入Εしͨ業͕

、化ΛਤΓڧ業ମ࣭اΑΓ一のޙࠓすɻ·্͍͍ͯ

社ͳΒͰの৽ͨͳ価出Λࢦし͍͖͍ͯͨͱ͑ߟ

·すɻ

ظ経営Ϗδϣϯʮ(*'5�1 ����ʯ
͚ͯにݱ࣮

社グループの長期ܦӦビジϣン、社͕業100प

年Λܴ͑る2024年Λ持ଓతൃలに͚ͨマイルスτー

ンͱし、2016年ΑΓスλーτし·しͨɻ国事業のج൫

し、成長ஶし͍ΞジΞࢦ業の֬立Λاܕ化ͱ૯合॥ڧ

にϑΥーカスしͨ事業ਪਐΛيಓにͤるͨΊのステップ

ͱしͯ、中長期తࢹ点͔Β3ͭの期ؒΛ設ఆし͍ͯ·すɻୈ

一࣍ͱͳる2016年͔Β2018年の3カ年事業ߏ造վ

ֵ期ͱしͯ事業ϙーτϑΥリオのみସ͑Λ࣮ࢪし、ܦ

Ӧج൫のڧ化Λ行͍ͬͯ·すɻ海֎事業の事業ߏ造վֵ、

ਓ事੍װجγステϜの刷৽、ίーϙϨーτ・Ψバφンス

のڧ化ͳͲに͚ͨରԠΛ۩ମతに࣮ࢪするͱͱに、༧

͔ͯΒ೦ئͰ͋ͬͨ株式্ΛՌͨし、৽ͨͳ事業ྖҬの

֦大ͱ収ӹݯのଟ༷化࣮ݱのͨΊのୈ一าΛ౿み出しͯ

͍·すɻଓ͘2019年͔Β2021年·Ͱの3カ年事業

ҭ成期ͱし、紙・൘紙・パルプ事業包装資材事業のڧ化、

૯合リサイクル事業ਪਐ、ιリϡーγϣン事業の֬立Λ

൫の্にॏج化しͨڧ造վֵにΑͬͯߏし͍͖ͯ·すɻࢦ

点ઓུ事業Λҭͯる期ؒͱし͍ͯ·すɻ

ͦしͯ2022年͔Β2024年·Ͱの3カ年事業成

期ͱしͯ、マイルスτーンͱͳる業100प年（2024年）に

の100प年にଓ͘KPPグルー࣍、Λ行্͍͛૯͚ͨ

プΛ͍͖͍ͨͯͬ࡞ͱ͍ͯ͑ߟ·すɻ

状認識ͱ,11άϧーϓのઓུݱ
ଘ事業に͍ͭͯط内ࠃ

国に͓͚るグラϑィックܥの紙のݮগଓ͍ͯ

͍·すɻݎௐΛҡ持し͍ͯるஈボール紙器関連のパッ

έージܥのधཁΛ加͑ͯ、国શମの紙・൘紙धཁ

ௐͰ͋Γ·す͕、社のڧみͰ͋るଟ༷ͳサプライιース、

͖Ί͍͔ࡉখޱ販売ΛಘҙͱするԷ商(ೋ࣍ళ)の৫

ͱ機Λ௨しͨ販売ルーτ、ͦ しͯ大खϢーβーの取Ҿ

ઌΛؚむ෯ج٬ސ͍൫Λ࣠に取ѻྔのҡ持にΊ、紙・

൘紙の国取ѻྔͰτップクラスͱͳ͍ͬͯ·すɻ

ද取క
ࣾࣥ行һ$&0

長期経営ビジョン「GIFT＋1 2024」

第1次中計 第2次中計 第3次中計

���� ���� ���� ���� ���� ����

事業構造改革期 事業育成期
事業完成期
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紙のՄੑΛ৴͡、֎の報Λ集し、͓ ٬༷に༷ʑͳ

ఏҊΛ行͍ͬͯ͘ྗΛ社ʮ紙ྗʯͱݺΜͰ͍·す͕、

Ε͔Β社の্͕͜社員一ਓͻͱΓのʮ紙ྗʯのࢲ

事業ڧ化のΤンジンͱͳるͱ֬৴し͍ͯ·すɻܧଓతに取Γ

ΜͰ͍る物ྲྀ合理化にΑる収ӹج൫のڧ化ؚΊ、国

すɻ·͑ߟଘ事業Λし͔ͬΓͱक͍͖͍ͬͯͨͱط

ւ֎事業のਪਐ
一ํͰ、ੈ քにΛ͚ͯみるͱ、リーマンγϣックҎ߱

、ੈ քの紙・൘紙のফඅྔ7年連ଓͰ成長し͍ͯ·すɻ

ͦのݪ動ྗにͳ͍ͬͯるの͕ΞジΞのࢢͰすɻ൘紙

Ոఉ紙Λ中৺に৳長し、ಛにEίマースのരൃతͳ৳びに

ͬͯஈボールݪ紙ੈքϨϕルͰ૿͍͑ͯ·すɻྫ ͑、

日本に͓͚る一ਓͨΓの年ؒの紙の用ྔ210Ωロ

Ͱす͕、インυに͓͍ͯ13ΩロͰすɻ社、જࡏधཁ

ͱ一ମݱ、に͓͍ͯࢢΞジΞパγϑィックҬの͍ߴ͕

化し͖ͨΊ͔ࡉͳधཁの۷Γ͜ىしΛ行͍、ࢢのੑ׆化

Λਤ͍͖͍ͬͯͨͱ͑ߟ·すɻ

τーλϧύッέーδのڧԽ
グラϑィックܥの紙のधཁ͕ݮগする一ํͰ、ʮ包むʯ、

ʮ運Ϳʯ際にར用さΕるパッέージܥの紙・൘紙のधཁ

ௐͰすɻパッέージͱ͍༷ͬͯʑͳの͕͋Γ·すɻ商ݎ

品Λ運Ϳ際の֎ശͱͳるஈボールശɻശͱͳる൘紙ɻ商

品Λ包む包装紙ϑィルϜ、ͦ しͯ運Ϳ際の報商品の

ϒランυ価ΛߴΊるͨΊのラϕルɻ͜ ΕΒશ͕ͯパッέー

ジの一部Ͱすɻ従དྷの取Ҿに͓͍ͯ、֎ശ֎ശ͚ͩ、

ശശ͚ͩͱͳΓ·す͕、紙ͱͦのपลૉ材Λѻ͏商

社ͱしͯの๛ͳサプライιースΛഎܠに、社ϒラン

υオーφーのํʑの͝ཁにԠ͡、ϫンスτップͰのఏڙ

ΛՄにするτーλルパッέージιリϡーγϣンମ੍Λߏ

築し͍ͯ·すɻ海֎ల։に͓͍ͯ、τーλルパッέージι

リϡーγϣンओཁͳテーマͰすɻ中国࠷大の食品グルー

プͰ͋る৽ر集ஂͱྗڠし࢛ͯল成に建ͯͨϑィル

Ϝ印刷加工工日本のߴͳڥରԠٕज़Λར用しͯ

中国国ͰফඅさΕるιーηージのパッέージΛ͍ͯͬ࡞

·すɻ·ͨ、社͕事業会社Λ௨ͯ͡出資する中国山౦লの

ஈボールݪ紙ϝーカーEίマースのരൃతͳ成長にͬ

ͯྔ͕֦大し͍ͯ·すɻ

॥環ܕ社会の࣮ݱΛͯ͠ࢦ
社のಛ、国֎にߏ築さΕͨ入・٬ސ・Է商৫

のྗڧͳネッτϫーク、製紙会社のڞ௨代理ళͱしͯ

の๛ͳ報ྗ͕͛ڍΒΕ·す͕、ͳ͔Ͱڧみͱͳるの

、॥ܕ事業ϞデルΛਪਐし͍ͯるا業Ͱ͋る͜ͱͰすɻ

社のܦӦ理೦のͻͱͭ、ʮ॥ܕ社会の࣮ݱͱڭ

ҭ・จ化・産業のৼڵにݙߩ͘し·すʯͱ͍͏のͰすɻ

॥ܕ社会ͱ、ݶΓ͋る資ݯΛ࠶ར用する͜ͱͰ、有ޮ

に׆用し、ڥ保શにݙߩし͍ͯ͘͜ͱͰすɻ紙、২林

Λ行͏ͳͲద切に管理さΕ͔ͨΒڅڙさΕるパルプΛ

に͔ܽ׆ΒΕ、書੶ାശͳͲ、のճΓの生࡞料にݪ

ͤͳ͍製品に加工さΕͯফඅऀにಧ͚ΒΕ·す͕、ফඅޙ

の製品Λճ収し、·ͨ紙のݪ料にしͯ࠶ར用する͜ͱ͕

ՄͰすɻݪ料͔Β製品、製品͔Βݪ料ͱ͍͏ྲྀΕの

ྠ͕大͖͕͘Ε͕るほͲ、وॏͳ資ݯのઅͱͳΓ

·すɻ社͜͏しͨ॥ܕ社会の࣮ݱΛࢦしͨ事業Λ

ࢦし͍ͯ·すɻ

業քτップクラスͱͳる213万τンの紙・൘紙Λ୯ମ

ϕースͰ国に販売する社、ͦ の一ํͰ131万τンの

中に出ճͬͨ紙・൘紙Λճ収しͯ·ͨ製紙会社にಧ͚͍ͯࢢ

·すɻ͜ のճ収販売に͍ͭͯ商社ͱしͯτップクラスͰ

すɻͭ ·Γ、社販売しͨ製品の61�Λ·ͨࢢ中͔Βճ

収しͯ॥さ͍ͤͯる ͱ͜にͳΓ·すɻͦ のҙຯͰ、社͕

日本の紙リサイクルの一ཌྷΛ୲͍ͬͯるͱ͍͑·すɻリサイ

クルのྠΛ֦大するͨΊの事業ͱしͯ、社ʮFDPNP(Τ

ίϞ)ʯͱ͍͏古紙ճ収ϞデルΛਪਐし͍ͯ·すɻ

紙のリサイクルのଞに、ΰϛͱしͯ廃棄さΕͯし·͏の

ΛΤネルΪーͱしͯ࠶ར用するビジネスにணखし͓ͯ

Γ·すɻ廃材ະར用材、ͦ しͯ海֎Ͱൃ生するᒀ子֪

ウΥールφッπの֪ͳͲの廃棄物Λ燃料ͱしͯバイオマス

ൃ電ॴにڅڙするビジネスͰすɻ紙のリサイクルΛマテリΞ

ルリサイクルͱݺび·す͕、͜ ΕΒのバイオマス燃料څڙ

サーマルリサイクルの一ͱͳΓ·すɻ社ޙࠓ、マテリΞ

ルͱサーマルͱ͍͏2ͭの॥のྠΛ֦͍͖͍͛ͯͨͱ͑ߟ

͍ͯ·すɻ

ιリューシϣϯ事業
ιリϡーγϣン事業、՝ղܾܕのఏҊΛ行͏͜ͱͰビ

ジネスνϟンスΛ͍ͯ͛͘事業Ͱすɻޙࠓの社の持ଓ

తൃలの一ཌྷΛ୲͏野ͱͳΓ·すɻ

前ड़のͱ͓Γ、社バイオマスܥ燃料サプライϠーͱͳ

る一ํͰ、2016年に出資しͨൃ電事業会社の燃মデーλ

Λੵし、AIٕज़ΛԠ用しͯ燃ম管理Λ࠷ద化するιϑτ

։ൃにணखし͓ͯΓ·すɻछྨにΑͬͯ燃মカロリー͕ҟͳ

るバイオマスܥ燃料の҆શͰ҆ఆతͳ燃ম管理ൃ電ޮ

վળに͕ܨるのͱ期さΕ·すɻ

·ͨ、ྸߴܕࢢ化社会に͓͚る՝ղܾΛࢦす事業

ͱしͯh Ҭ包ׅέΞγステϜのࢧԉ ɦਐΊ͍ͯ·すɻ日

本の一ਓͨΓの平ۉ入Ӄ日͕海֎にൺるͱ4ഒۙ͘

にͳるݱঢ়の中、国ࡏ医療੍の֦ॆにࡦࢪ͚ͨ

ޢ医療に͔ܽͤͳ͍๚問ࡏ、化ΛਐΊ͍ͯ·す͕ڧ

のڌ点に͓͚る事務࡞業ΛγステϜ化し、バックΞップする

ʮホウカンTOKYOビジネスサービスʯΛ2017年4月に設

立し·しͨɻ

͜ΕΒのιリϡーγϣンビジネスطଘ事業Ͱ͋る紙ͱ

ͦのपลૉ材ฒびにݪ料の販売ͱの連ܞࢹ野に入Ε、事

業׆動ͦのの͕ڥ問のରԠ、社会ݙߩに͕ܨる

のͱしͯ社͕ਐΊるのͰすɻ

ධՁͱ৴པΛड͚る企業ͱͯ͠
社、্ ا業ͱ͍͏৽ͨͳステージに立ͭ͜ͱに

Αͬͯ、શͯのステークホルμーの৴པΛಘͯߴ、 ͍ධ価

ΛಘΒΕるΑ͏ྗしͯ·͍Γ·すɻ·ͨ、ಛに৴པのج൫

ͱͳるίーϙϨーτ・Ψバφンス、ίンプライΞンス、リスク

マネジϝンτのॆ࣮ॏཁͳܦӦ՝ͱೝࣝし͓ͯΓ·

すɻ業務執行のޮ化ͱ部統੍のڧ化Λతͱする執行

役員੍のಋ入にଓ͖、2015年6月に、ΑΓಁ໌ੑのߴ

しͨ監ࠪҕ員会設ࢦΛ্ͱ機動ੑのݱӦの࣮ܦ͍

ஔ会社Ҡ行し·しͨɻES(ܦӦにΑͬͯا業価の্

Λਤるͱͱにا業ࢢຽͱしͯの社会ݙߩΛՌͨす͜ͱ͕

社のࢦすͱ͜ΖͰすɻ·ͨ、ޙࠓIR׆動Λ௨ͯ͡

株ओΛ͡Ίͱするステークホルμーのద切ͳ報։

ࣔの࣮行にΑΓ、社ΛΑΓਂ͘理ղ͍ͨͩ͘͜ͱ͕ඞཁ

ͩͱ͍ͯ͑ߟ·すɻ

社会ͱͱに৽ͨなՁग़Λ
ࢦす企業ͱͯ͠

社会ߏ造ੈքࡁܦのைのม化Λత֬にଊ͑ͯਝ

にखΛଧ͍ͬͯ͘͜ͱඞཁͰす͕、持ଓత成長のͨΊに

長期తͳ࠲ࢹに立ͬͯੈ࣍代の収ӹのபͱͳるのΛݟ

業ͱしͯ大切ͳاΊ、ビジネスΛҭͯ、ਐΜͰ͍͘͜ͱۃ

͜ͱͰ͋るͱࢲ͑ߟ·すɻ

紙古͔͘Β日本に͓͚るจ化ܧঝにॏཁͳ役ׂΛՌͨ

し͖ͯ·しͨɻੈ քతにධ価さΕるʮ紙ʯ͔ Β、໌ Ҏ࣏߱

ۙ代製紙産業の成長ͱͱに༸紙͕報ϝディΞの୲͍ख

ͱͳΓ·しͨɻ·ͨ、Eίマースの֦大ͱͱにஈボールശ

紙器ͳͲパッέージ野の༂ਐ、インバウンυधཁにΑる衛

生用紙の֦大ଓ͍͓ͯΓ·すɻߋに海༸Ԛછの問͔

Βプラスνックスτロー༰器の੍͕نクローζΞップさ

Ε、紙製品のݟし࢝·͓ͬͯΓ·すɻ͜ のΑ͏にʮ紙ʯの

役ׂ大͖͘、ͦ のՄੑແݶに֦͕͍ͬͯ ͱ͍ͯ͑͘ߟ

·すɻ紙ͱͦのपลૉ材Λѻ͏ا業ͱしͯ紙のྑさΛͳ͓

一ଟ͘のօ༷にೝࣝし͍͖ͯͨͩ、社の事業に͍ͭͯ

理ղ͍ͨͩ͘͜ ͱඞཁͰ͋るͱ͑ߟ·すɻ

TOP MESSAGE
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320,781 82.3%

67,350 17.3%

1,546 0.4%

310,042 84.6%

55,197 15.0%

1,538 0.4%

ച্��309,670ߴ百万円
Ӧۀརӹɿ�4,521百万円

ച্��66,810ߴ百万円
Ӧۀརӹɿ�△91百万円

ച্��1,233ߴ百万円
Ӧۀརӹɿ�561百万円

紙

板紙

紙二次加工品

パルプ・古紙

その他

連結財務データ推移
（百万円）

（百万円）

（百万円）

（年度）2013 2014 2015 2016

3,013

1,957
1,853

1,114

（年度）2013 2014 2015 2016

2,032

1,126 1,215

2,215

（百万円）営業利益 （百万円）経常利益 親会社株主に帰属する
当期純利益

（年度）2013 2014 2015 2016 2017

2,565

1,370 1,516

1,031

2,362

（年度）2013

375,098

2014

387,594

2015

389,678

2016

366,777

2017

377,714

連結売上高

売上高

国内 海外 不動産

（百万円）品種別売上高

199,238

65,953

33,932

44,489

34,100

2017

3,086

2017

2,433

2017

309,670 82.0%

66,810 17.7%

1,233 0.3%

（年度）
2016
（年度）

2015
（年度）

2017
（年度）

当該セグメントにおける主な業務は、
紙、板紙、パルプ、その他関連物資の販
売、古紙の集荷・販売、紙製品の加工・販
売です。パッケージ関連やフィルム等化
成品、古紙・パルプ事業を強化すると同
時に、新規事業を推進していきます。

事業概要
ࣾάϧʔϓͷ࿈݁ձܭͷ࣮ɺച্ߴ����ԯ��ඦສԁʢલൺ���ˋ૿ʣɺӦۀརӹ��ԯ
��ඦສԁʢಉ�����ˋ૿ʣɺܦৗརӹ��ԯ��ඦສԁʢಉ�����ˋ૿ʣɺձࣾגओʹؼଐ͢Δظ७རӹ
��ԯ��ඦສԁʢಉ���ˋ૿ʣͱͳΓ·ͨ͠ɻ

紙パルプ等卸売事業

国内 拠 点

当該セグメントにおける主な業務
は、海外市場における紙、板紙、パル
プ、古紙、その他関連物資の販売で
す。当社グループは海外拠点19カ所で
展開し、国内にもグローバルビジネス
統括本部を設けるなど、積極的に海外
展開を図っています。

紙パルプ等卸売事業

海外 拠 点

当該セグメントにおける業務は、東京
の「KPP八重洲ビル」をはじめとするビ
ル・倉庫等の賃貸事業です。

不動産賃貸事業

P12 P14

P15

+3.0% +129.2%

82.0% 17.7% 0.3%

+177.0% +9.9%

販売数量（連結ベース）

取引先数

149.5 万トン

パルプ・古紙

377,714
百万円

国内 海外

275.6 万トン

紙・板紙

紙190.1万トン、板紙85.5万トン

2,500社約

ecomo台数

古紙回収（単体ベース）

取扱品目

441 台
（2018年７月末時点）（2018年７月末時点）

7拠点 19 拠点

仕入先数

売上高拠点

1,200社約

万トン131
紙・板紙の販売数量
213万トンを循環

61 %

6,000
品目以上

約
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単体品種別 販売実績と構成比

（百万円）

（百万円）

単体用途別 販売実績と構成比
（百万円）

売上高

売上高

売上高

売上高

売上高

紙

板紙

紙二次加工品

パルプ・古紙

その他

157,902

55,907

29,798

38,623

29,272

50.7%

17.9%

9.6%

12.4%

9.4%

2016

紙

板紙

紙二次加工品

パルプ・古紙

その他

149,982

56,262

29,680

43,030

30,745

48.4%

18.2%

9.6%

13.9%

9.9%

2017

紙には、新聞用紙、印刷・情報用紙、包装用紙等があります。本や新聞、広告、

チラシなど情報を発信する媒体として、また、紙袋やラッピングペーパーなど

包装に使う材料として、紙は幅広く利用されています。本年度は、需要構造の

変化による出版印刷市場の縮小や、広告の電子媒体への移行などにより、前

年度比減収となりました。

板紙には、段ボール原紙や紙器用板紙等があります。様々な物を運ぶのには

欠かせない段ボール、お菓子や化粧品の外箱に使われるコートボール・高級

板紙などが含まれています。本年度は、段ボール原紙における食料品用途の

堅調な伸びや販路の拡大により、前年度比増収となりました。

紙二次加工品には、情報二次加工製品や紙の裏面に粘着剤を塗布したタッ

ク二次加工製品等があります。具体的には、熱を加えると発色するレシートや

ファックス用途の感熱紙や、ラベルやステッカーなど紙の裏面に粘着剤が塗

布されたタック紙、複写伝票などに用いられるノーカーボン紙などの製品が

あります。本年度は、前年度比ほぼ横ばいとなりました。

パルプは木材から取り出された繊維で構成される製紙原料です。古紙は主に

使用済みの新聞・段ボール・雑誌などで、そこからパルプを取り出すことによっ

て、再び製紙原料として利用することができます。本年度は、古紙で国内販売

が堅調に推移し、パルプでは輸入品を中心に需要が伸長したことに加え、単

価の上昇も寄与し、前年度比増収となりました。

その他には、化成品、機能紙、その他関連製品等があります。具体的には、食

品などに用いられる包装フィルムやトレー、主にポスターや投票用紙などとし

て使われる破れにくく水に強い合成紙や、飲料用の紙パック原紙など生活に

密着した様々な材料や製品があります。本年度は、飲料用紙パック原紙の増

加が寄与し、前年度比増収となりました。

（年度） （年度）

紙

板
紙

紙
二
次
加
工
品

パ
ル
プ・古
紙

そ
の
他

新聞用

印刷用

包装・容器用

情報用紙

製紙原料用

その他

新聞用

印刷用

包装・容器用

情報用紙

製紙原料用

その他

2,713

130,556

69,947

43,499

38,626

26,161

0.9%

41.9%

22.5%

14.0%

12.4%

8.3%

2016

2,454

122,277

72,854

43,417

43,034

25,666

0.8%

39.5%

23.5%

14.0%

13.9%

8.3%

2017
（年度） （年度）

事業概要

地域包括ケアシステムソリューション事業

当事業は、日本の高齢化問題に対する厚生労働
省の「地域包括ケアシステム」の構築推進施策に
基づく社会貢献事業と位置づけ、訪問看護事業の
起業支援および設立後の運営支援を行い、関連す
る衛生紙等の販売事業の推進を目指します。

ホウカンTOKYOビジネスサービス

149,982
5.0%

国内拠点紙パルプ等卸売事業

ͷ࣮ɺܭΔ࿈݁ձ͚͓ʹۀࣄύϧϓԷചࢴڌࠃ
ച্ߴ����ԯ��ඦສԁʢલൺ���ˋݮʣͱͳΓ·ͨ͠ɻ

当社グループでは、
現在主に2つのソリューション事業を展開しております。

バイオマス発電最適化ソリューション事業

同発電所は、三重県を中心に発生する未利用
森林資源をバイオマス燃料として有効活用し、電
力の地産地消に寄与する設備です。歩留り材と
呼ばれる木の皮や根などの燃えにくい素材を燃
料チップとして活用できる特殊なボイラーを使用
しており、歩留り材利用にフォーカスしたビジネ
スモデルを展開しています。

松阪木質バイオマス発電所

TOPICS

56,262
+0.6%

29,680
0.4%

43,030
+11.4%

30,745
+5.0%
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92.0%

地域別販売実績（百万円）※

海外財務データ推移

46,681

60,745

67,350

55,197

2017

66,810

売上高（百万円）

9

1,242

2017

91

79,328
87,772

91.0% 92.0%87.5%80.1%

95,312

86,729

70,784

（年度）2013 2014 2015 2016 2013 2014 2015 2016 2017

2013

2014 2015 2016

2013 2014 2015 2016

2017

営業利益（百万円）

アジア 米州 その他

アジア販売構成比の推移

全国主要都市のオフィスビル市場は、館内増床や拡張移転など底堅いオフィス需

要を背景に、平均空室率は低下傾向にあります。また、平均賃料につきましても緩や

かな上昇傾向で推移しております。このような状況下、当社グループでは主力物件の

「KPP八重洲ビル」をはじめ、テナントビルは高稼働を維持しておりますが、一部所有

不動産の売却により、賃料収入は減収となりました。

当社と富士特殊紙業株式会社、中国・四川省の新希望六

和食品控股有限公司の合弁会社「成都新国富包装材料有

限公司」のフィルム印刷工場が竣工しました。これは、当社

のグローバルな調達チャネル、新希望六和食品の持つ中国

国内の優良顧客、そして富士特殊紙業の環境対応技術を

活用したフレキシブルパッケージ会社です。ケーシング用

シュリンクバリアナイロンフィルムなど環境負荷に対応した

高付加価値製品を供給し軟包装事業の展開を加速させる

とともに、将来は中国のみならず成長著しいASEAN諸国な

ど近隣国への製品供給も視野に入れています。

内需の大幅な回復が難しい中、今後は海外事業のさらな

る強化が重要となっています。その施策のひとつとして、中

国山東省の板紙工場「ユニバーサルパルプ&ペーパーシャ

ンドン（UPP-SD社）」（持分法適用会社）に投資することに

より、UPP-SD社製品の中国国内での販売、工場への原料

古紙の納入、製品の輸出代理店機能など、アジア市場にお

ける板紙関連の取引拡大を見込んでいます。
624

1,008

（年度）

（年度）

※ 地域別販売実績は顧客の所在地を基礎とし、分類しております。

海外拠点紙パルプ等卸売事業

不動産賃貸事業

事業概要

成都新国富包装材料有限公司ւ֎ڌࢴύϧϓԷചۀࣄʹ͓͚Δ࿈݁ձܭͷ࣮ɺ
ച্ߴ���ԯ��ඦສԁʢલൺ����ˋ૿ʣͱͳΓ·ͨ͠ɻ TOPICS

1 ケーシング用シュリンクバリア
ナイロンフィルムの生産

中国・山東省の板紙工場
TOPICS

2 アジア市場における
板紙関連の取引拡大
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環境

方͑ߟ本తなج
ڥٿの๛͔なະདྷに͕ܨる事業を実͠ߦてい͘ɻ͜ れ͕当社のج本的なڥにରする࢟ͰすɻݶΒれた資
源の有ޮ利༻をଅਐするʮ॥ܕ社ձの実現ʯに向͚た૯߹॥ܕ事業のਪਐなͲ、ٿ規のڥ保શに向
͚たا業ݙߩをৗに͑ߟ、活動をਪਐ͠てい·すɻ

環境ෛՙݮに͚ͨऔりΈ
当社ʮΤωルΪーの使༻の߹ཧ化等に関する๏ʯに͓͚るҰఆ規Ҏ上のΤωルΪーを使༻͠ている事業ऀ
と͠てʮಛఆ事業ऀʯ、ʮಛఆՙ主ʯのରとなΓ、ڥෛՙの࣋ଓ的減を目指͠てい·すɻ

環境マωδϝϯτ
当社ڥϚωδメント規֨Ͱ͋る*4014001にͮجいてシスςϜをߏங͠、ཧとӡ༻、ͦ ͠てվળをͬߦて
い·すɻトップのίϛットメントとなるڥ方針をとに、ڥཧମ੍をඋ͠、֤ ෦に͓͚る活動状況と݁Ռ
のݕ証・ධ価を通͡て事業にԊͬたڥパフΥーϚンス向上を目指͠てい·すɻシスςϜの有ޮ性について
৹ࠪによͬてධ価͞れてい·すɻな͓、当社࣍関によるػれる内෦ࠪͰ確ೝするととに、外෦͞ࢪͰ実࣍
*4014001にͮ͘جೝ証を2002に取ಘ͠た࠷、ޙ新の規֨に͖ͮج、ҡܧ・࣋ଓ͠てい·すɻ

༌ૹ໘に͓͚るऔりΈ
事業׆動にͱͳͬͨ輸送Λ年ؒͰ大نに行͍ͬͯる

事業 ʮऀಛఆՙओʯͱしͯ、物ྲྀにͱͳ͏ڥ負ՙの持ଓ

తݮに͚、国͕ཁ請するΤネルΪーফඅݪ୯Ґ1�Ҏ্

（年平ۉ）のվળに͚ͨରࡦの࣮ࢪͱ࣮ѲΛ行ͬͯ

͍·すɻ送ൺのࡏ、্庫・送ڌ点の集、ೲ入ઌ

の輸送ڑॖにࡏ͚ͨ庫立のద正化Λओͨるॏ

点ରࡦͱしͯܧଓし、2017年୯年のݪ୯ҐͰ前年

ൺ0.8�૿、輸送にͱͳ͏CO2ഉ出ྔに͍ͭͯ前年ൺ

୯Ґݪのۉ5年ؒの年平ڈͱͳ͍ͬͯ·すɻͳ͓、աݮ�2.2

2.4�ͱͳΓ·しͨɻݮ

事業者ͱͯ͠のऔりΈ
༉ݪ用する電気のΤネルΪーの業શମͰ年ؒا

1,500LMҎ্ͱͳるʮಛఆ事業ऀʯͱしͯ、2013年Α͕ྔࢉ

Γফඅݪ୯ҐͰ年平1ۉ�のվળΛࢦしͨ׆動Λ行ͬͯ

͍·すɻ2017年一部ॴ有物݅の売٫͕͋Γ、୯年

のݪ୯ҐͰ前年ൺ37.1ݮ�、CO2ഉ出ྔͰ前年

ൺ34.5ݮ�ͱͳ͍ͬͯ·すɻա5ڈ年ؒの年平ۉのݪ୯Ґ

13.6�ͱͳΓ·しͨɻݮ

τϯキロ法による$02ഉग़ྔ

༌ૹ໘に͓͚るऔΓΈ（原୯Ґ）

1.19 1.15 1.17 1.18

2014 2016 20172015
˞算出方法　原油換算量（Ll）y 年間販売数量（ઍトン）́ 原୯Ґ

(t-CO2)

11,83811,85712,470 11,572

2014 2016 20172015

˞上記数値はՙ主として貨物配ૹ時に使用されるエネルΪー使用量が3,000万トンキロ以
上となる場合に、当社(୯体)が経済産業লに年次で報告している数値です。トンキロとは、
個 の々貨物輸ૹ時の重量(トン)と輸ૹڑ離(キロ)をじた値の୯Ґです。当社は原油換算
量(Ll)を年間販売数量(୯Ґɿઍトン)でআしたものを原୯Ґとして採用しています。

事業ऀのΤωϧΪー用ྔ͓よび$02ഉग़ྔ

事業ऀとͯ͠のऔΓΈ（原୯Ґ）

0.004848 0.004673 0.004965

2014 2016 20172015
˞算出方法　原油換算量（Ll）y 売上高ʹ原୯Ґ

લൺ

1,8211,8211,879

3,912 3,661 3,594

1,180

2,355

2014 2016 20172015

˞上記数値は当社（୯体）が所有する建物において使用される電気・都市ガス・LPガス・౮油
の年間使用量それͧれを原油換算（Ll）した数値をもとに、経済産業লに対し報告してい
る数値です。なお、原୯Ґは原油換算量(Ll)を年間売上高(百万円)でআした数値です。

˞CO2の算出ࠜ拠となるഉ出係数は、ຖ年更新される各電力会社の係数を採用しています。

（年度）

（年度）

（年度）

（年度）

原油換算量(Ll) ̘Ｏ2ഉ出量（̓ -̘ Ｏ2）

62.9%

106.2%96.4%
86.3%

0.003124

ೝূのద用ൣғ等
ొ൪߸� +P18�071544　৹ࠪؔػ� SGSジャパン株式会社　ద用ൣғ� 紙・パルプ・古紙・フィルムおよびそのपลૉ材と関連機ցの販売
ద用ڌ� 東京本社、関支店、関支店京都営業部、中部支店、州支店、北日本支店ઋ営業部、北日本支店札ຈ営業部
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サーマϧリサΠクϧの֦େに͚ͯ
社、࣭νップϖϨッτのバイオマスൃ電用燃料の販売事業Λਪਐし͍ͯ·すɻ事業ਪਐに2016、͚年9月に三ॏ

のバイオマスൃ電事業会社、バイオマスパϫーテクϊロジーζ（株）に出資し·しͨɻ社サプライϠーの立Ͱൃ電ࢢࡕদݝ

事業ऀͰ͋る同社ͱͱに࠶生ՄΤネルΪー事業のϊウϋウฒびに燃মデーλのੵΛ行͍ͬͯ·すɻボイラーのద正燃

মͱ͍͏՝ղܾのͨΊ、AIٕज़のԠ用にΑる燃ম管理の࠷ద化Λࢦしͨ։ൃ同時にਐΊ、サーマルリサイクルの野に

͓͍ͯݙߩΛߴΊ͍ͨͱ͍ͯ͑ߟ·すɻ

するサーマルリサイクルの事څڙの燃料ΛݯするマテリΞルリサイクルに加͑、࣭資څڙΛݯ生資࠶古紙ͳͲのޙࠓ

業Λ֦大し、͜ ΕΒ2ͭのリサイクルのྠΛ֦͛る͜ͱͰ、૯合॥اܕ業ͱしͯのาΛݻΊ͍͖͍ͯͨͱ͍ͯ͑ߟ·すɻ

KPP

KPP

KPP KPP

パルϓ
（ࢴ原料）

マςリΞϧ
リサΠクϧ

サーマϧ
リサΠクϧ

ճऩ

ྲྀ௨

ྲྀ௨

ྲྀ௨

（原料ࢴ）ࢴݹ

ࢴ 品 ΤωルΪー

未利用ࡐ

όイΦマス
೩料

ύϧϓϝーΧー ྛ

ࢴ会社

ҹ・Ճ会社 設ࢪిൃ

ফඅ者 事業ॴ・Ոఉ

環境ڭҭ
社員のڥҙ্ࣝΛࢦし、౦ژ商工会ٞॴओ࠵にΑΓ年2ճ։࠵

さΕるʮFDPݕఆ（ڥ社会ݕఆݧࢼ）�ʯのडݧΛ2011年ΑΓਪਐしͯ

͍·すɻʮ2016年·Ͱにશ社員の50�ΛFDPݕఆ合֨ऀͱするʯͱ͍

͏ඪΛ͛ܝ ʮͨFDP QFPQMF 50 QMBOʯ、ඪୡ成年Λ1年前し

しͨ2015年に50�の合֨ऀΛୡ成し·しͨɻ

ҭに取ΓΜͰ͍͖·すɻڭڥҾ͖ଓ͖、社員のޙࠓ

リサΠクϧのྠΛ֦͛るʮFDPNPʯ
社事業のͻ͚ͨの有ޮར用ଅਐにݯ生Մͳ資࠶

ͱͭ ʮ͕FDPNPʯɻʮFDP�持ͬͯ͘るʯのҙຯΛࠐΊͨビジネ

スϞデルͰすɻͦ の͏ ʮͪλウンFDPNPʯҬのখ売ళͳ

Ͳに古紙ճ収ボックスΛ設ஔし、買͍物の͍ͭͰに持ࢀし

ͨ৽ฉ・雑ࢽの古紙Λճ収、ͦ のॏྔにԠ͓ͯ͡ళͰར

用Ͱ͖る͓買͍物ϙインτにަするみͰすɻ行ճ

収の負୲ܰݮに加͑、従དྷのҬճ収ͰカバーͰ͖ずに

ম٫さΕ͍ͯͨ古紙Λリサイクルのྠに͛ܨる৽ͨͳγス

テϜͱしͯΛཋび、2018年7月日時点Ͱ441ళฮに

設ஔさΕ、Ҭのํʑのڥҙ্ࣝにݙߩし͍ͯ·すɻ·

ͨ、ʮオϑィスFDPNPʯ、オ

ϑィスͰの機ີจ書の҆

શ・֬ ࣮ͳ࠶生資ݯ化Λ

し、ઐ用のճ収ボックスΛࢦ

設ஔし、ηΩϡリティ໘に

ྀしͨճ収ͱഁݮ・ࡅ༰処

理Λ行͍ͬͯ·すɻ

͋る࣭資ݯのར༻
紙のݪ料販売、製品販売にͱͬͯ、ݪ料の合๏ੑ֬ೝ

ॏཁͰすɻサプライνΣーンに͕ܨる社、ڥ໘のみͳ

Βず社会໘Ͱ合๏ੑのೝΊΒΕるݪ料Λ用しͨ製品

Λڅڙし、͓ ٬༷の҆৺Λ֦͍͛ͨͱ͍ͯ͑ߟ·すɻ林ೝ

証੍、ద切ͳ林管理ͱ、加工͔Βྲྀ௨·Ͱのサプライ

νΣーンશମにΑるݪ料・製品の管理のみ合わͤにΑͬ

ͯੈքの林の持ଓతܦӦΛࢧԉするみͰすɻ社

ೋ大林ೝ証機関（FSC�、PEFC）ͦ ΕͧΕのྲྀ௨加工ೝ証

(CPCೝ証)Λ取ಘし、林ೝ証パルプ、ฒびに林ೝ証紙

の販売Λੵۃతにల։し͍ͯ·すɻ

ݪࢴྉ事業
݂ӷのྲྀΕにྫ͑るͱ、林資ݯΛͱに製造さΕͨ製

品͕ফඅऀのͱにಧ͘աఔΛʮ動຺ʯͱするͱ、ফඅޙの

古紙͕収集、運搬さΕ、ͦ ΕΛݪ料に紙͕࠶生さΕるྲྀΕ͕

ʮ੩຺ʯͰすɻ資ݯのઅͱ廃棄物のݮΛ௨し݈ͯશͳ

社会Λ持ଓさͤるͨΊに、͜ の動຺ͱ੩຺͕る͜ͱͳ

に॥する͜ͱ͕ඞཁͰすɻ社の役ׂ、動ൃ׆͘ ・຺੩

຺の॥Λ͔ͭさͲる৺ଁ部ɻ

年ؒ213万τン※の紙・൘紙販売動຺ͱ、年ؒ131万

τン※の古紙のճ収・販売੩຺国τップクラスͰすɻ
˞ 当社୯体の2017年度実績

事業Λ௨ͯ͡環境՝Λղܾする
૯߹॥環ܕ企業Λͯ͠ࢦ
事業にԊͬた͕ݙߩڥ当社のج本Ͱすɻ߹๏性の確ೝ͕Ͱ͖るݪྉを使༻͠た
品の֦ൢɻ૯߹॥اܕ業を目指͠たϚςリΞルリαΠクルとαーϚルリαΠクルの
྆ྠによる事業֦大ɻͦ れΒશてٿのະདྷに͕ܨるݙߩڥͰ͋ると͑ߟ
てい·すɻ

環境

61.1 %ඪ
���

検ఆ߹֨者

社員のFDP検ఆ߹֨者のׂ߹
˞2018年3月末日時点
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社会

方͑ߟ本తなج
ʮ社һとͦのՈのをٻするととに株主・ސ客・取引先・Ҭ社ձよΓ信པ͞れるا業を目指すʯɻ当社
͜の経営ཧ೦にଇΓ、͋ ΒΏるスςークϗルμーとの͕ܨΓを大に͑ߟ、社ձݙߩ活動に取ΓΉととに、
社һにとͬてಇ͖すい職ڥを͑て·いΓ·すɻ

Ҭ社会ͱͱに
Ҭにີண͠た活動にੵۃ的に取ΓΉ と͜Ͱ、ا業市ຽと͠てのׂをՌた͠てい͖·すɻ

ΞフΝϯ財ஂͱの࠵ڞͰࠉࢴきत業Λ࣮ࢪ
2015年より一般財ஂ法人C.8.ニコル・アフΝンの森財ஂへ
の支援を行っています。2018年2月27日にはٶݝ東দౡ
市のٶ野森小学ߍにて同財ஂと共催で紙ࠉきのत業を実
施しました。紙作ՈのロΪール・アウテンボーガルトࢯを
のཪの森に২थしたᑻߍにܴえて、2016年3月に小学ࢣߨ
とࡾᑖを原料に、森にある落ち༿や地元の海などをࠉき込
んͩ紙を制作しました。紙づくりのָしさͩけでなく自
然環境の大切さを学ぶ機会となりました。

546/"(6 ("--&3:
本社1֊のエントランスでは、お取引先や地域の方
が自由に見学できるΪャラリーを設けています。広
報ࢽの「TSUNAGU」に掲載した作Ոの方の作品や
紙製品などを展ࣔし交流の場として活用していま
す。2017年度は、一πࢁチエさんの新ฉ紙造形アー
トをはじめとして全4回作品を展ࣔしました。
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μΠόーシςΟਪਐ方針
国ࢴࡍύϧϓ事ɺάϩʔόϧܦӦͱ࣋ଓ的ͳΛ目͍ͯ͠ࢦ·͢ɻ
ࣾͱ͠ Ͱ͋Δʮࣾһʯ͕࢈ࢿ大の࠷ͯ ҙཉ的ʹ׆༂Ͱ͖Δ͕ͦ͜ڥɺ࣋ଓ的ܦӦのجຊͱ͍ͯ͑ߟ·͢ɻ
ൠɺࣾҎԼのμΠόʔγςΟਪਐํΛఆΊΔࠓ ͱ͜ʹΑΓɺ࣋ଓ的ܦӦʹ͚ͯ
શࣾһの͞ΒͳΔ׆༂Λظ͠·͢ɻ

ϫークϥΠフόϥϯスの্
社員が仕事と育児・介護などの私生活を両立して就業継続しながら、よりレベルの高い仕事にチャレンジできるよう、環境を整備して
いきます。

μΠόーシςΟのਪਐ
性別・年齢・職掌・障がいの有無・国籍などの区分なく、主体的なチャレンジを促進する能力開発の機会を提供し全ての社員が
最大限の活躍ができる環境を整備していきます。

のଟ༷Խ༺࠾
女性幹部の登用や外国人学生の採用と中途即戦力人材の採用を継続し、人材の多様化を今後も一層進めることにより、グロー
バル企業としての価値向上に努めてまいります。

Ұൠ事業ओߦಈ計ը
ࣾһ͕ͦの能ྗΛ発͠شɺ事ͱੜ׆のௐΛਤΓಇ͖͍͢ڥ༺ޏのඋΛ行 ͱ͏ͱʹɺࣾ һ͕事ͱࢠҭͯ
Λཱ྆ͤ͞Δ ͱ͕͜Ͱ͖ΔΑ͏ʹ͢ΔͨΊɺ࣍のΑ͏ʹ行ಈܭըΛࡦఆ͢Δɻ

計ըظ間
2017年4月1日〜2020年3月31日

計ը内容
ඪ1/ؒ࣌外࿑ಇの減とαーϏε残業のղফ
対策　2017年4月〜
● ノー残業デー（週1回〜2回）の継続実施。
● 勤怠管理システムにより社員の勤務実態を把握し、時間外労働状況の対策を講じる。
● 新任課長研修にて、部下の時間外管理の徹底と未払い残業解消および長時間労働における労災リスクについて教育する。

ඪ2/ҭࣇ・հٳޢ業੍度のपΛਤΓٳ業த社һのԁͳ৬෮帰Λ支ԉ
対策　2017年4月〜
● 休業取得者の上司および人事部門と本人との間での休業中の円滑なコミュニケーションを促進する。
● 新任課長に理解向上を図るため育児・介護休業制度について研修を行う。

ඪ3/ϫーΫϥΠフόϥϯεの࣮現Λͨ͠ࢦՈの会社ֶݟ会Λ։࠵
対策　2017年4月〜
● ワークライフバランスの実現と家庭と会社のコミュニケーションを目指し、家族の会社見学会を2011年度より実施しております。

子育てしながらの両立をしている社員には、会社と家族を繋ぐ機会、他の社員にとってもともに働く仲間の家族を知る事で、
家庭を持つ同僚に対しての理解が深まるきっかけ作りと位置づけ、今後も継続してまいります。

国ࢴࡍύϧϓ事ɺάϩʔόϧܦӦͱ࣋ଓ的ͳΛ目͍ͯ͠ࢦ·͢ɻ
ࣾͱ͠ Ͱ͋Δʮࣾһʯ͕࢈ࢿ大の࠷ͯ ҙཉ的ʹ׆༂Ͱ͖Δ͕ͦ͜ڥɺ࣋ଓ的ܦӦのجຊͱ͍ͯ͑ߟ·͢ɻ
ൠɺࣾҎԼのμΠόʔγςΟਪਐํΛఆΊΔࠓ ͱ͜ʹΑΓɺ࣋ଓ的ܦӦʹ͚ͯ
શࣾһの͞ΒͳΔ׆༂Λظ͠·͢ɻ

ϫークϥΠフόϥϯスの্
社員が仕事と育児・介護などの私生活を両立して就業継続しながら、よりレベルの高い仕事にチャレンジできるよう、環境を整備して
いきます。

社会

社員ͱͱに
ʮ商社の࠷大の資産人財Ͱ͋るʯとの͔͑ߟΒ、
社һҰ人ͻとΓ͕ݸ人のྗをൃ͠ش、ҙཉ的に活༂Ͱ͖るମ੍を͑てい·すɻ

Ճࢀの্ԽਪਐϓロδΣクτに࠲ۜ
2010年に化を行った本社の上はࡊԂを併設しており、有ࢤ社員が年
間を通して野ࡊや果物をഓするなど、コϛュニケーションの場として活
用しています。2015年からはNPO法人「ۜ࠲ϛπバチプロジェクト」が進
める上化推進プロジェクトにもࢀ加しています。これはۜ࠲पลの
上でഓしたサπマイモを集めてҶ焼யの原料の一部にする取り組みで
す。2017年も、上で育てたサπマイモを同プロジェクトに提供しました。

環境Ξスリーτڠ会にࢍڠ
一般社ஂ法人環境アスリートڠ会の発足以
来「スポーπを࣠として環境ڭ育と社会貢献
を目指す」というझࢫにࢍ同し、ࢍڠしており
ます。同ڠ会は各地の小学ߍにアスリートを
ݣし、スポーπを通してきれいな水・空気・
大地の大切さを自然から学ぶ環境ڭ育のた
めの課外त業を行っています。

本ϥάϏーフッτϘーϧڠ会のࢧԉ
2015年より公益財ஂ法人日本ラグビーフットボール
会の「スクラム・ジャパン・プログラム」を支援していڠ
ます。同プログラムはラグビーを通じた次世代の人材
育成等を目的に、੨少年・初心者への競技のී及や
小中高生の部活動などの支援を通して、将来的には
各界で活༂する人材のഐ出に繋げていくことを目指し
ています。日本で開催される「ラグビーワールドカップ
2019」に向け、スポーπを通じ、݈ 的で活力ある社߁
会構築に寄与したいと考えています。

ۙྡの༮ஓԂ・อҭԂͱの͔͔Θり
地域の༮ஓԂ・保育Ԃとの交流を図っています。2017年
度には、Άけっとランド明ੴொ保育Ԃのϋロウィンイベン
トにڠ力しました。Ծ装をしたԂࣇたちが来社し社員がお
՛子を手しました。また、ࣣ ༦のقઅには同保育Ԃに加
え中ԝ区立明ੴ༮ஓԂのԂࣇも来社。ࣣ ༦০りを見学し
たのちئいごとを書いた短をに০りました。

本ϥάϏーフッτϘーϧڠ会のࢧԉ本ϥάϏーフッτϘーϧڠ会のࢧԉ
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ಈ計ըߦ༂ਪਐ׆ੑঁ
ঁੑの৬業ੜ׆ʹ͓͚Δ׆༂ਪਐのඋΛ行͏ͨΊɺ࣍のΑ͏ʹ行ಈܭըΛࡦఆ͢Δɻ

計ըظ間
2016年4月1日～2019年3月31日

当社の課題
① 総合৬にΊるঁੑのׂ合͕͍　② 総合৬ঁੑの配ஔઌにภΓ͕͋る　③ 管理৬にΊるঁੑのׂ合͕͍
目標1� 女性総合職の採用をຖ年1໊以上とする。 

目標2� 営業職の女性を現在の2倍以上とする。

目標3� 女性管理職を2020年度に2015年度比1.5倍以上とする。

औりΈ内容ͱ࣮ظ࣌ࢪ

取ΓΈ ❶
কདྷのঁੑ管理৬のొ用Λݟਾ͑ͨ、ঁ ੑ総合৬のܧଓతͳ࠾用
2016年4月～　女性の採用割合を増やす方針や目標を検討

2017年4月～　検討した目標に向けた採用を実施

取ΓΈ  
͜Ε·Ͱঁੑ総合৬͕少ͳ͔ͬͨ৬छのੵۃతͳ配属
2016年4月～　営業職の女性へのώアリングを実施

2016年10月～ 営業職に配属する上での課題点を分析

2017年4月～　ෳ数໊の女性社員をຖ年継続的に営業職として配属することを検討

2018年4月～　実際に配属を実施し、定期的にフォローアップを実行

取ΓΈ 
管理৬ҭ成Λతとͨ͠定ணฒびにキャϦΞ形成支ԉ
2016年4月～　女性社員に対する研修ニーζのѲのため、アンケート、ώアリング等を実施する。

2016年10月～  アンケート、ώアリング等の結果を踏まえ、研修プログラムを検討する。

2017年4月～　キャリア形成を支援する研修を実施する。

2017年4月～　管理職を対象とした意識ܒ発研修を実施し、管理職による女性部下の育成計画を作成する。

2017年4月～　管理職との面ஊを実施し、৷中、産前・産後ٳՋや育ٳࣇ業からの

　　　　　　　 復帰後の働き方をし合うキャリア形成を支援する研修を実施する。

ਓࡐのҭ成ͱొ༻
ଟ༷ͳਓ材͕׆༂する社Ͱ、৬Ґ・৬にԠͨ͡lෳ

ઢܕzのΩϟリΞパス͕Մͱͳるਓ事੍Λ࠾用し͍ͯ·

すɻݚम੍ͱしͯ、৽入社員ݚमに࢝·Γ、৬のઌഐ

社員にΑるOJTڭҭ、各֊ผの社֎ݚम、資֨取ಘࢧ

μΠόーシςΟのਪਐ
μイバーγティਪਐํΛ͛ܝ、商社ͱしͯ࠷大の資産

Ͱ͋るʮ社員ʯ͕ ҙཉతに׆༂Ͱ͖るͮڥ Γ͘にΊ͍ͯ

·すɻグローバルا業ͱしͯ、海֎の大ֶの৽ଔਓ材の࠾

用、海֎ڌ点のװ部ਓ材の中్࠾用に取ΓΜͰ͍·

すɻ·ͨ、2016年ΑΓঁੑ׆༂ਪਐ行動計ըΛࡦఆしͯ

͓Γ、ঁ ੑ管理৬のొ用Λݟਾ͑ͨঁੑ૯合৬の࠾用

ͱ、͜ Ε·Ͱঁੑ૯合৬のগͳ͔ͬͨ৬छのੵۃతͳ

ଐΛ࣮ࢪし͍ͯ·すɻ

ඇ財務情報

ԉ੍ͳͲΛ࣮ࢪし͍ͯ·すɻ·ͨ、৽ͨͳ事業ڥにରԠ

Ͱ͖るॊೈͳྗΛҾ͖出すͨΊ、FラーχングΛಋ入しͯ

͍·すɻ

ϫークϥΠフόϥϯスの্
ҭࣇ介ޢのͨΊにٳ業時ؒۈ務ΛՄにする੍

ͳͲ、社員ͦΕͧΕのঢ়گཁにԠ͡ ʮͨಇ͖ํʯΛ੍

ͱしͯఏڙし、社員͕事ͱՈఉΛ྆立しͳ͕Β҆৺し

ͯಇ͚るͮ͘ڥΓにΊ͍ͯ·すɻ生産ੑ্ͱ݈߁管

理の؍点͔Β問ͱさΕる長時ؒ࿑ಇのରԠͱしͯ、

業の࣮ଶѲにΑるద正ͳ時ؒ管理・վળにΊるͱͱ

に、2009年͔Β࣮ࢪし͍ͯるຖि1ճʙ2ճのʮϊー

業デーʯΛపఈし͍ͯ·すɻ

社会

2015年度 2016年度 2017年度

ै業һ（連結）˞1 1,011໊ 976໊ 956໊

ै業һ（୯体）˞1

˞託・継続雇用社員আく

உ性 460໊ 449໊ 423໊

ঁ性 244໊ 250໊ 242໊

合計 704໊ 699໊ 665໊

管理৬உঁൺ˞1
உ性 96.0% 95.7% 96.3%

ঁ性 4.0% 4.3% 3.7%

ฏۈۉଓ年（୯体）˞1 17.4年 17.7年 18.3年

ো͕͍ऀޏ用 2.06% 1.94% 2.27%

ҭٳࣇ業੍度利用ऀ˞2 6໊ 8໊ 12໊

෮৬ 100% 100% 85.7%

ҭ࣌ࣇ 利用ऀ˞2（࣌ؒ） 3໊ 6໊ 6໊

用੍度利用ऀޏଓܧ 14໊ 20໊ 25໊

人事σーλ

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

用ྔ˞1（୯Ґ�L8I）ྗి 内本支ళࠃ 1,294,806 1,306,053 1,315,895 1,334,353

ഇغ物ഉग़ྔ 内本支ళࠃ
ഇغ物のഉ出量（୯Ґ�Lg） 137,986 143,583 132,557 128,724

ഇغ物リサイクル率（୯Ґ�%） 70.6 68.6 70.4 69.8

ਫの用ྔ˞2（୯Ґ�m3） 内本支ళࠃ 17,529 19,206 18,114 11,291

環境σーλ

ʲ対象期間 各r年度4月1日～3月31日
ʲ集計ൣғ 事r業者としてのエネルΪー使用量をআく各項目の対象ൣғは当社の環境マネジメントシステムの適用ൣғ（国内本支店のオフィス）を対象としています。
˞1�国内本支店が管轄する営業部におけるオフィスでの電力使用量です。   
˞2�国内本支店が管轄する営業部におけるオフィスでの水ಓ使用量です。 

˞1ɿ当該年度の3月末人数・比率です。
˞2ɿ当該年度内に利用を開始した人数です。
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ίーϙϨーτ・Ψόφϯε

ࠪ等ҕ員会
取締役会に͓͍ܾͯٞݖΛ持ͭ社֎取締役3名Λؚむ5名の監ࠪҕ員͕Ψバφンスのࡏ

Γํͱ運Ӧঢ়گΛ֬ೝし、取締役会の機্ͱద正化にΊ͍ͯ·すɻ·ͨ、監ࠪҕ員

ॏཁ会ٞに出੮し、ܦӦશ般͓ΑびݸผҊ݅にରしͯެ正不ภの立Ͱҙݟड़Λ行͏

ͳͲ、取締役の৬務執行Λ監 ・ࠪ監ಜし·すɻさΒに部監ࠪ部Ͱ͋る部監ࠪࣨͱఆ期

తに報告会Λ࣮ࢪし、部監͓ࠪΑびࡒ務報告に係る部統੍ධ価の報告Λड͚、ඞཁに

Ԡͯࣔ͡ࢦΛ行͍·すɻ·ͨ、会計監ࠪਓͱの連ܞΛఆ期త

に行͍、ඞཁにԠͯ͡ਵ時、監ࠪの࣮ܦࢪաに͍ͭͯ報告Λ

ड͚、ੵ Λ行͍ͬͯ·すɻΑび報ަ͓ݟతͳҙۃ

औక会
社֎取締役3名Λؚむ10名͕ܦӦ্のॏཁ事߲の

ܾఆͱ業務執行の監ಜΛ行͍ͬͯ·すɻ社取締役

の๛ͳ業務ݧܦに加͑、社֎取締役の࣮ફత・ઐ

తͳࢹ点Λ͔׆し、持ଓతͳ成長ͱ中長期తͳ

Ӧ監ܦఆͱܾࢥのͨΊ、ద切ͳҙ্業価のا

ಜの࣮ݱΛਤ͍ͬͯ·すɻ

$43ҕ員会
্動に͓͚るಁ໌ੑͱ৴པੑの׆業ا

に͚ͯ、社長Λҕ員長ͱするCSRҕ員

会Λ設ஔし、ͦ のԼ部৫ͱしͯ、ʮίンプ

ライΞンスҕ員会ʯ、ʮリスク管理ҕ員会ʯ、

ʮڥ管理ҕ員会ʯ、ʮ࿑ಇ҆શҕ員会ʯの

4ͭのҕ員会͕各՝のݕ౼ͱվળఏҊΛ

行͍ͬͯ·すɻ

経営ҕ員会
にࡉӦ՝ΛΑΓਝ͔ͭৄܦ

৹ٞするͨΊ、業務執行取締役

͓Αびৗ務執行役員Ҏ্の執

行役員Λߏ成ϝンバーͱするҕ

員会Λ設ஔし、取締役会のิ

త役ׂΛ୲͍ͬͯ·すɻ

業務ࣥߦମ੍
取締役会のҙܾࢥఆ機ͱ監ಜ機のڧ

化͓Αび業務執行のޮ化・ਝ化Λਤる

ͨΊ執行役員੍Λಋ入し͍ͯ·すɻߴ࠷

Ӧܦ （ऀ社長執行役員CEO）の໋شࢦ

・ྩ監ಜのԼ、୲৬務Λ執行し͍ͯ·すɻ

回

2017年の
։࠵ঢ়گ 14

回

2017年の
։࠵ঢ়گ 18 回

2017年の
։࠵ঢ়گ 39

方͑ߟ本తなج
当社、株主・ސ客・取引先・Ҭ社ձ・社һ等のスςークϗルμーのෛୗにԠ͑、࣋ଓ的な成と中ظ的なا業
価向上を実現するため、ίーϙレート・ガバナンスのߏஙとܧଓ的強化を経営のॏ要՝と͑ߟてい·すɻ
当社、よΓ透明性の高い経営の実現と、ػ動性の向上を目指͠、20156݄よΓࠪ等ҕһձઃஔձ社へҠߦ
͠てい·すɻաを社外取కͰߏ成するࠪ等ҕһձ、業務ࣥߦのద๏性・ଥ当性の ・ࠪಜをͬߦて
い·すɻ·た、ҙܾࢥఆ・ಜػを取కձのߏ成һͰ͋る取క͕୲い、業務ࣥػߦࣥߦһ͕୲͏ࣥ
てい·すɻ͜͠༺࠾һ੍をߦ れによΓ、経営のҙܾࢥఆ・ಜػと業務ࣥػߦを明確に͠·͠たɻ

株主総会
બɾղ બɾղ

બɾղ

取క
（ߦࣥۀ）

取క
（ࠪҕһ）

社外取క
（ࠪҕһ）

ࠪ等ҕһ会

会計ࠪ人
ҙݟड़

࿈ܞ
ࠪ

औక会

ใࠂ

ใࠂ

બ定ɾղ職ɾಜ

付ٞ

ॏ要ͳ会ٞମ
経営ҕһձ

人事ҕһձ

投資ҕһձ

財務ใࠂ౷੍ҕһձ

内෦ࠪࣨ

業務ࣥߦ෦、関係ձ社

表औక
社ࣥߦһ$&0

̨̧̘ ҕһձ
˔ ίϯϓϥΠΞϯεҕһ会
˔ ϦεΫཧҕһ会
ཧҕһ会ڥ ˔
˔ ࿑ಇ҆શҕһ会

業務ࣥߦ

報
告
報
告

指
示

監
査

会計
ࠪ࿈ܞ

࿈ܞ

ίーϙϨーτ・Ψόφϯεମ੍ਤ
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1�ʮ๏ྩ等の९कʯ
国内外の法 ・ྩルールおよびそのਫ਼ਆを९कし、社会規ൣをଚ重した経営を行います。

��ʮެਖ਼・ࣗ ༝・ಁ ໌な事業׆ಈʯ
公正・公平・自由な競争に基づき、透明で適正な事業活動を行います。また、政࣏や行
政との݈全かつ正常な関係を維持します。

��ʮ社会औҾઌ͔Βの৴པの֫ಘʯ
社会の発展に幅広く貢献する有用な商品やサービスを提供するとともに、個人情報・
٬情報の保護に十分配ྀし、取引先・ユーザーからの信པを高めるため、実に行ސ
動します。

��ʮ社会׆ݙߩಈのਪਐʯ
企業活動を通じて収益の社会への還元に努め、広く地域および社会の発展に貢献します。

��ʮ積ۃతな企業情報の։ࣔʯ
株主を含む全てのステークホルダーに対して企業情報を適切に開ࣔし、社会との良好
かつ積極的なコϛュニケーションに努めます。

��ʮࡍࠃ社会ͱのڞੜʯ
国際社会の一員として、国際行動規ൣをଚ重し、事業活動を通じてその地域の発展に
貢献します。

��ʮ৬環境のॆ࣮ʯ
従業員の人格・個性がଚ重される݈߁で働きやすい職場環境の確保により、従業員そ
れͧれのΏとりと๛かさの実現を目指します。

��ʮࣗવ環境ͱのௐʯ
自然環境との共生・調を図り、๛かな未来を共有できる社会の実現に貢献します。

��ʮ社会తྗͱの関係ःஅʯ
を保ちながら、全社結ଋして社会的勢力との関係ܞ密な連ۓ等関係機関とのܯ
をः断します。

2007年3月27日制定　2013年6月25日改గ
国際紙パルプ商事株式会社

代表取締役 社長ࣥ行役員CEO 　ాลɹ円

ඪࢦಈߦύϧϓ商事άϧーϓ企業ࢴࡍࠃ

社֎औకͱબཧ༝
小林 敏郎
小ྛහެೝ会計࢜事務ॴ ॴ
公認会計࢜および税理࢜としての財務・税務および会計に関する高度な知識と経

。ಜに活かしていたͩくため・を当社の査ݧ

長島 良成
ౡྑ成法事務ॴ ॴ
弁護࢜としての企業法務等に関する高度な知識と経ݧを当社の査・ಜに活かし

ていた くͩため。

吉井 重治
（株）*1 #SJEHF 表औక社
ϓϦϯλϒϧηϯαーίーυٕज़ڀݚ合理事
一般社ஂ法人環境ΞεϦーτڠ会理事
企業経営者としての高度な知識と経ݧを当社の査・ಜに活かしていた くͩため。

員の報ु等のܾఆに関する方針
取締役報ुࢉఆに͋ͨͬͯ、取締役会Ͱܾٞしͨ取締

役の報ुに関するنに͖ͮج役৬・ংྻ͝ͱにج本報ु

部ΛఆΊ、社のܦӦ༰Λ૯合తにצҊの্、ܾ

ఆし͍ͯ·すɻ

社֎औకのબͱಠ立ੑ
社֎औకのબに関する方針
社外取క͔Β経営にର͠てのҙݟ・ΞυバΠスをड͚る͜とによΓ、経営のνΣックػを強化͠てい·すɻ
な͓、当社、ಠ立性に関するج४を取కձͰ੍ఆ͠てい·すɻ

$43ਪਐମ੍のߏங
なのと͠、օݻ強ޙࠓଓ的ൃ展にඞ要な信པ、い݄を͔͚てഓΘれ·すɻ当社ͦの信པを࣋業のا
༷͔Βධ価をいたͩ た͘めのج൫となる$43ମ੍のߏஙと活動のਪਐฒびにదなا業活動の開ࣔに取Γん
Ͱい·すɻ
·た、ا業ߦ動のج本となるʮ国ࡍ紙パルプ商事グループا業ߦ動指標ʯのެද、当社શһ・社һのߦ動実ફの
てい·すɻͬߦ४ʯの੍ఆとपをج動ߦ紙パルプ商事グループ社һࡍ४となるʮ国ج

ίϯϓϥΠΞϯスҕ員会
ຊの՝� ๏ ・ྩ社نଇの९कపఈ（ίンプライΞ

ンスのॏཁੑのೝࣝਁಁΛਤる）

ຊの׆ಈ� インサイμー取ҾڭࢭҭΛؚむ従業ऀの

ίンプライΞンスҙ্ࣝのͨΊのݚमܧଓΛ͡Ί、ʮ৴

པʯΛॏࢹしͨا業ܦӦΛࢦし、ίンプライΞンスҕ員会

Λ設ஔし、ͦ のମ੍のඋͱ有ޮੑのҡ持・্Λਤͬͯ

͍·すɻ·ͨ、ҕ員会ଟذにわͨる業務関連の๏ྩ、ͦ し

ͯ社ൣنΛ९कするͨΊのखҾ͖ͱͳるマχϡΞルΛ

ଓܧमΛݚ৽し、શ社員ΛରͱするίンプライΞンスߋ

తに࣮ࢪし͍ͯ·すɻ

ͳ͓、๏ྩا業ྙ理にするڪΕの͋る行ҝΛૣ期に

͜、Λ設͚͓ͯΓޱしਝにରԠするͨΊ、部௨報૭ݟൃ

の૭ޱΛར用しͯ௨報・૬ஊΛ行ͬͨ͜ͱにΑΓ、௨報ऀ͕

不རӹͳѻ͍Λड͚る͜ͱ͋Γ·ͤΜɻ

Ӧτップ๏ྩ९कに͔͔わるॏ大ͳ事ଶ͕ൃ生しͨܦ

合、͔にࣗΒ͕問ղܾに͋ͨΓ、社会のద切ͳ

$43ҕ員会
当社2013にʮ$43ҕһձʯをઃஔ͠·͠たɻʮ$43ҕһձʯ社をҕһと͠ 、֤ ҕһձのҕһ・෭ҕһ
をҕһと͠てい·すɻʮ$43ҕһձʯԼ෦৫のʮίンプϥΠΞンスҕһձʯ、ʮリスクཧҕһձʯ、ʮڥཧҕһ
ձʯ、ʮ࿑ಇ҆શҕһձʯの֤ҕһձの活動状況࣍ใࠂをड͚、ඞ要にԠ͡てվળの՝を43$͠౼ݕ活動શମ
のվળと活性化をਤͬてい·すɻ

$43ҕ員会

活動内༰

ίンプϥΠΞンスҕһձ リスクཧҕһձ ཧҕһձڥ ࿑ಇ҆શҕһձ

๏ྩ९कؔ࿈׆ಈの࣮ߦ ̢̗̘ؔ࿈ɾใηΩϡϦςΟ
ؔ࿈׆ಈの࣮ߦ ߦಈの࣮׆࿈ؔڥ ਓࣄɾ࿑ಇؔ࿈׆ಈの࣮ߦ

#$.খҕһձ

#$.ؔ࿈׆ಈの࣮ߦɾ#$1のվగ

ҕһ会 දऔక 社ࣥߦһ$&0　ాล ԁ
ҕһ ֤ҕһ会ҕһɾ෭ҕһ  活動༰ $43શൠの৹ٞ  社会׆ݙߩಈのݕ౼

ใηΩϡϦςΟؔ࿈׆ಈの࣮ߦ

ใηキュリςΟখҕһձ

$43ମ੍ਤ

ίϯϓϥΠΞϯε
ମ੍ਤ

ίーϙϨーτ・Ψόφϯε


˞4%(T	ଓՄな։ൃඪ࣋のऔりΈ
社2018年ΑΓ、ʮ持ଓՄͳ։ൃඪ（SD(T）ʯ

Λࢀরし、本業ͱ関連ੑの߲͍ߴのಛఆͱͦのୡ成に

͚ͯ取ΓΜͰ·͍Γ·すɻ

報のެ։ͱઆ໌Λ行するͱͱに、ݪҼの໌ڀͱ

ࣗ、ͱΛ໌֬にしͯݶݖ、にΊͭͭࢭൃ࠶ ΒΛؚΊ

正にର処し͍͖ͯ·すɻݫͯ

リスクཧҕ員会
ຊの՝�リスクのࣝผ・ੳ・ධ価の࣮ࢪ

ຊの׆ಈ� 事業ܧଓ計ըのҡ持(ڌ点͝ͱの#CPマχϡ

Ξルのߋ৽ɻࡂ害ൃ生時の従業ऀ҆൱֬ೝテスτの࣮

害時Λఆしࡂɻ(ࢪ ʮͨ܇ࡂ࿅ʯΛ各ڌ点Ͱ࣮ࢪし、#C.

খҕ員会ͱ連ܞし͍ͯ·すɻ·ͨ、報ηΩϡリティのܒ

の༰Λ報ηΩϡ౼ݕのରԠܸ߈ଓサイバーܧ動׆

リティখҕ員会ͱ連ܞし、վળ׆動ͱ͓ͯ͛ܨΓ·すɻ　

環境ཧҕ員会
ຊの՝ � ISO14001に׆ڥͮ͘ج動のਪਐฒび

に事業にԊͬͨ׆ڥ動のਪਐ

ຊの׆ಈ � ଓܧマネジϝンτγステϜのվળͱڥ

(վగ֨نのରԠ)、ڥ関連ίϛϡχέーγϣンのੑ׆

化Λ行͍ͬͯ·すɻ

࿑ಇ҆શҕ員会
ຊの՝� ৬ڥの҆શͱॆ࣮Λతͱしͨ行動の

証ݕͱࢪ࣮

ຊの׆ಈ� 各ڌ点の҆શ衛生ਪਐମ੍に҆ͮ͘جશ

衛生ҕ員会のఆ期։ܧ࠵ଓ、時ؒ֎࿑ಇのݮͱサー

ビス業ղফに͚ͨରࡦΛ࣮ࢪし͓ͯΓ·すɻ

従業者 通報者

コンプライ
アンス
担当者

コンプライ
アンス
委員会

内部通報窓口
内部窓口
外部窓口（　　　　  ）

回答通報・相談

˞ 2015年9月に国
連サϛットで採さ
れた、2030年までに
全世界が取り組むべ
き目標（SVstainable 
DeWelopment 
Goals）

৬ 人（໊） ใ （ु百万円）

औక（査等委員をআく） 10 290

औక（査等委員） 6 58

2018年3月期 औకに対するใुの༰

˞当事業年度に退した取締役(査等委員をআく)2໊および
　取締役(査等委員)1໊が含まれています。
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2015年
取締役 常務執行役員
2018年
取締役 専務執行役員(現任)

2013年
代表取締役社長
2015年
代表取締役 社長執行役員CEO（現任）

औక ઐ務ࣥߦһ
管理౷括本部

表औక 
社ࣥߦһ$&0

赤松 一郎

2015年
問ސ
2017年 
取締役 監ࠪҕ員（ݱ）

取క ࠪ等ҕһ

中川 裕二
2014年 
監ࠪ役
2015年 
取締役 監ࠪҕ員（ݱ）

取క ࠪ等ҕһ

亀谷 俊則
2016年　
取締役 ্੮執行役員
2018年
取締役 ৗ務執行役員(ݱ)

取క ৗ務ࣥߦһ
ཧ౷ׅ本෦෭本෦（経営ا
ը本෦、*5業務౷ׅ本෦୲当）

西村 邦敏
2017年
取締役 ্੮執行役員
2018年
取締役 ৗ務執行役員(ݱ)

取క ৗ務ࣥߦһ
グローバルϏδωス౷ׅ本෦

生田 誠
2010年 
খ林හެೝ会計࢜
事務ॴ設立・入ॴ（ݱ）
2015年 
取締役（社֎） 監ࠪҕ員（ݱ）

取క（社外） ࠪ等ҕһ

小林 敏郎
1990年 
長ౡྑ成๏事務ॴ設立・入ॴ

（ݱ）
2015年
取締役（社֎） 監ࠪҕ員（ݱ）

取క（社外） ࠪ等ҕһ

長島 良成
2013年 

（株）IP #SJEHF代表
取締役社長（ݱ）
2015年
取締役（社֎） 監ࠪҕ員（ݱ）

取క（社外） ࠪ等ҕһ

吉井 重治

田辺 円
2016年
取締役 常務執行役員
2017年
代表取締役 専務執行役員（現任）

表औక ઐ務ࣥߦһ
શ社営業౷括݉ࠃ営業౷括本部

栗原 正

役 員 紹 介

30 / KPP統合報告書 2018 KPP統合報告書 2018 / 31



11年間の財務サマリー（連結）

※1：純資産額は、非支配株主持分控除後の値になります。
※2：ＲＯＥは、当期と前期の純資産額の平均値をもとに算定しております。　

ＲＯＥ（株主資本利益率）＝親会社株主に帰属する当期純利益／純資産額
※3：ＲＯAは、当期と前期の総資産額の平均値をもとに算定しております。

ＲＯA（総資産利益率）＝親会社株主に帰属する当期純利益／総資産額

2008/3 2009/3 2010/3 2011/3 2012/3 2013/3 2014/3 2015/3 2016/3 2017/3 2018/3

貸
借
対
照
表

流動資産 151,778 136,590 130,718 130,052 131,420 132,365 136,776 147,548 136,377 137,577 142,438

固定資産 48,484 43,410 44,454 42,326 46,239 43,759 45,754 48,240 48,550 46,668 56,193

流動負債 149,311 134,473 127,636 123,136 128,527 121,378 123,887 133,826 127,290 128,615 134,589

固定負債 17,301 15,624 17,043 19,848 18,558 20,614 20,343 20,680 16,668 11,586 16,347

有利子負債 44,871 54,202 47,990 49,052 51,660 47,003 48,563 54,345 50,817 43,596 49,693

純資産額※1 33,465 29,798 30,403 29,306 30,474 33,979 38,136 41,163 40,870 43,927 47,546

ROE※2 10.11% 2.39% 1.41% 2.55% 4.56% 0.02% 5.64% 2.84% 2.96% 5.22% 5.32%

総資産額 200,262 180,001 175,173 172,378 177,659 176,125 182,530 195,788 184,927 184,245 198,632

ROA※３ 1.63% 0.40% 0.24% 0.44% 0.78% 0.00% 1.13% 0.60% 0.64% 1.20% 1.27%

自己資本比率 16.7% 16.6% 17.4% 17.0% 17.2% 19.3% 20.9% 21.0% 22.1% 23.8% 23.9%

損
益
計
算
書

売上高 423,077 404,602 356,242 351,981 340,503 327,512 375,098 387,594 389,678 366,777 377,714

売上総利益 26,699 24,000 21,176 19,761 19,400 19,844 23,077 22,374 21,377 21,115 22,008

（売上高比率） 6.31% 5.93% 5.94% 5.61% 5.70% 6.06% 6.15% 5.77% 5.49% 5.76% 5.83%

営業利益 4,902 3,108 2,130 2,118 1,812 1,793 2,565 1,370 1,516 1,031 2,362

（売上高比率） 1.16% 0.77% 0.60% 0.60% 0.53% 0.55% 0.68% 0.35% 0.39% 0.28% 0.63%

経常利益 4,537 2,847 2,166 2,456 2,152 2,147 3,013 1,957 1,853 1,114 3,086

（売上高比率） 1.07% 0.70% 0.61% 0.70% 0.63% 0.66% 0.80% 0.50% 0.48% 0.30% 0.82%

親会社株主に帰属する
当期純利益 3,229 760 425 763 1,368 5 2,032 1,126 1,215 2,215 2,433

（親会社株主に帰属する
   売上高比率） 0.76% 0.19% 0.12% 0.22% 0.40% 0.00% 0.54% 0.29% 0.31% 0.60% 0.64%

キ
ャ
ッ
シ
ュ・

フ
ロ
ー
計
算
書

営業キャッシュ・フロー 3,996 △4,992 7,099 △460 575 9,555 66 △2,087 5,378 1,114 4,019

投資キャッシュ・フロー 606 △1,999 △1,544 △235 △3,289 6,041 △276 △497 △ 1,249 5,596 △ 7,920

財務キャッシュ・フロー △4,638 9,486 △6,956 1,376 1,166 △15,388 △479 2,950 △ 3,960 △ 6,791 5,760

現金及び現金同等物の
期末残高 2,199 4,433 3,068 3,661 2,157 2,534 2,046 2,546 2,502 2,291 4,135

1
株
当
た
り

情
報

当期純利益／株 49.76円 11.46円 6.55円 11.74円 21.05円 0.08円 30.51円 16.92円 18.25円 33.27円 36.55円

純資産／株 499.56円 458.01円 467.32円 450.79円 468.77円 510.17円 572.67円 618.16円 613.78円 659.69円 714.05円

年間配当／株 8.00円 8.00円 6.00円 6.00円 6.00円 6.00円 8.00円 8.00円 8.00円 8.00円 8.00円

そ
の
他
指
標

総資産回転率 211.3% 224.8% 203.4% 204.2% 191.7% 186.0% 205.5% 198.0% 210.7% 199.1% 190.2%

配当性向 16.1% 69.8% 91.6% 51.1% 28.5% 7500.0% 26.2% 47.3% 43.8% 24.0% 21.9%

負債比率 134.1% 181.9% 157.8% 167.4% 169.5% 138.3% 127.3% 132.0% 124.3% 99.2% 104.5%

流動比率 101.7% 101.6% 102.4% 105.6% 102.3% 109.1% 110.4% 110.3% 107.1% 107.0% 105.8%

単位：百万円
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事業環境と業績概要
経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用

会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」とい

う。）の状況の概要は次のとおりであります。

①財政状態及び経営成績の状況
当連結会計年度における我が国経済は、世界的な好景気と円安基調を背

景に輸出主導の景気拡大が続き、実質ＧＤＰが2017年12月までの８四半期

連続でプラス成長となるなど、デフレ脱却に向けて確かな足取りで前進を続

けました。また、今年１月には失業率が24年９か月ぶりに2.4%にまで低下し、

雇用情勢は継続的に改善しましたが、宿泊・飲食サービス、及び運輸・郵便等

の業界では、労働力不足が深刻な状況にあります。昨年11月に発足した第４

次安倍内閣は、「人づくり革命」と「生産性革命」を車の両輪として税や予算な

どの政策を総動員すると発表しました。このうち、生産性革命は、ＩｏＴ、ビッ

グデータ、人工知能による産業構造の変革などを「鍵となる施策」に掲げてお

り、新たなビジネスチャンスの創出が期待されます。

一方、世界経済は、北朝鮮問題やシリア問題などの地政学的リスクを抱え

ていますが、リーマンショック以降初めての全面的な景気回復局面をたどりま

した。米国では、保護主義的な貿易政策の影響が懸念されますが、実質ＧＤＰ

成長率が2.6%（2017年10～12月期）と高い水準で推移しました。また、昨

年末にトランプ政権が1.5兆ドルに及ぶ過去最大の減税を決定したことから、

国内投資や雇用情勢がさらに改善に向かいました。欧州や中国、新興国など

においても、世界的に景気が回復していることを背景に、輸出部門中心に景

気が堅調に推移しました。

国内紙パルプ業界におきましては、人口の減少や少子高齢化による構造的

な変化に加え、出版物や広告の電子媒体へのシフトにより、洋紙の消費は前

年割れが続いています。一方、板紙は、Ｅコマース市場の拡大が段ボール需要

をけん引し、前年に比べ増加しました。また衛生用紙は、生活必需品としての

底堅い需要に加え、インバウンド需要等も取込み、比較的堅調に推移しまし

た。当業界においても労働力不足は運賃値上げを通して企業業績に影響を与

えることが懸念されます。

この様な状況下、当社グループの当連結会計年度の業績は、売上高3,777

億14百万円（前期比3.0％増）、営業利益は23億62百万円（同129.2％増）、

経常利益は30億86百万円（同177.0％増）、親会社株主に帰属する当期純

利益は24億33百万円（同9.9％増）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

＜国内拠点紙パルプ等卸売事業＞
紙分野では、需要構造の変化による出版印刷市場の縮小や、広告の電子媒

体への移行などが要因となり、販売数量・金額共に前年割れとなりました。ま

た、板紙分野では、食料品用途の堅調な伸びや、販路の拡大により、販売金額

は増加となりました。製紙原料分野では、古紙は国内販売が堅調に推移し、販

売金額が前年に比べ増加しました。パルプは輸入品を中心に需要が伸長した

ことに加え、価格の上昇も寄与し、販売数量・金額共に前年増となりました。

この結果、国内拠点紙パルプ等卸売事業の売上高は3,096億70百万円（同

0.1％減収）、セグメント利益は45億21百万円（同14.1％増）となりました。

＜海外拠点紙パルプ等卸売事業＞
海外紙パルプ等卸売事業に関しては、米国では、段ボール原紙の輸出は伸

長したものの、価格問題・供給メーカーの数量確保困難等の理由により塗工

紙及びコピー用紙、並びにブラジル向けの特殊紙等が振るわず、売上高は低

調に推移しました。東南アジアにおいては、一部日本メーカーの取扱商品につ

いては好調であったものの、成長鈍化に加えパルプの入札が価格面で折り合

わず不振となり、売上は伸び悩みました。東アジアにおいては主要得意先への

販売が好調で、香港で塗工紙、板紙等全般的に販売が増加すると共に、中国

でも上質紙・塗工紙・板紙の販売が拡大しました。豪州においては、上質紙や

コピー用紙の取扱増により売上を伸ばしました。

この結果、海外拠点紙パルプ等卸売事業の売上高は668億10百万円（同

21.0％増収）、セグメント損失は91百万円（前年同期は10億８百万円のセグ

メント損失）となりました。

＜不動産賃貸事業＞
全国主要都市のオフィスビル市場は、館内増床や拡張移転など底堅いオ

フィス需要を背景に、平均空室率は低下傾向にあります。また、平均賃料につ

きましても緩やかな上昇傾向で推移しております。

このような状況下、当社グループでは主力物件の「ＫＰＰ八重洲ビル」をは

じめ、テナントビルは高稼働を維持しておりますが、一部所有不動産の売却に

より、賃料収入は減収となりました。

この結果、不動産賃貸事業の売上高は12億33百万円（同19.8％減収）、セ

グメント利益は５億61百万円（同17.8％減）となりました。。

②キャッシュ・フローの状況
当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、

主に有形及び無形固定資産の取得による支出を、税金等調整前当期純利

益、仕入債務の増加及びコマーシャル・ペーパーの純増等により賄うことで、

前連結会計年度末比18億43百万円増加し、41億35百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次

のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）
営業活動の結果獲得した資金は40億19百万円（前年同期は11億14百万

円の獲得）となりました。これは主に国内拠点における在庫増等による資金支

出と、仕入債務の増加及び税金等調整前当期純利益の獲得等による資金獲

得によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）
投資活動の結果使用した資金は79億20百万円（前年同期は55億96百万

円の獲得）となりました。これは主に、経費削減のための本社の取得、物流戦

略に基づく戸田物流センターの取得及び社内基幹システムへの投資への資

金支出等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）
財務活動の結果獲得した資金は57億60百万円（前年同期は67億91百万

円の使用）となりました。これは投資活動による支出を賄うため、翌連結会計

年度の増資による資金調達を勘案したうえで短期借入金及びコマーシャル・

ペーパー等による資金調達を行ったためであります。

財務状態、経営成績
経営者の視点による認識及び分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び

分析・検討内容は次のとおりであります。

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したもの

であります。

①重要な会計方針及び見積り
当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れている会計基準に基づき作成されております。この連結財務諸表の作成に

あたり、会計上の見積りが必要となる事項につきましては、過去の実績や他の

合理的な方法により見積りを行っておりますが、見積り特有の不確実性が存

在するため、実際の結果はこれら見積りと異なる場合があります。

当社グループは、以下の重要な会計方針が連結財務諸表の作成にあたっ

て、当社グループの重要な判断と見積りに大きな影響を及ぼすと考えており

ます。

（a）貸倒引当金
当社グループは、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額について、貸倒引当金を計上しております。

（b）投資有価証券の減損
当社グループは、取引先との良好な取引関係の維持・強化を図るため、取引

先の株式を保有しております。時価のある有価証券については、投資価値の

下落が30％を超え一時的ではないと判断した場合に減損を行っております。

また、時価評価されていない有価証券については、当該会社の１株当たりの

純資産額が帳簿価額を50％以上下回り、業績回復の可能性がない場合に減

損を行っております。

（c）のれんの減損
当社グループは、のれんについて減損の兆候があると判定された場合、減

損の認識の判定を行っております。のれんが認識された取引において取得し

た事業の状況に変動が生じた場合には、減損損失の計上が必要となる可能

性があります。

（d）繰延税金資産
当社グループは、将来の課税所得を合理的に見積り、繰延税金資産の全部

又は一部を将来回収できないと判断した場合、繰延税金資産の取崩しにより

利益が変動する可能性があります。

②当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び
分析・検討内容

（a）経営成績の分析
（売上高）

当連結会計年度における売上高は、前連結会計年度に比べ109億36百万

円増収の3,777億14百万円（前年同期比3.0％増）となりました。セグメント

別の売上高については、「経営成績等の状況の概要　①財政状態及び経営成

績の状況」に記載しております。

（売上総利益）
当連結会計年度における売上総利益は、前連結会計年度に比べ８億93

百万円増益の220億８百万円（前年同期比4.2％増）となりました。また、売上

総利益率は、主にパルプ・古紙の利益率の増加が寄与し、前連結会計年度に

比べ0.07ポイント増加し5.8％となりました。

（営業利益）
当連結会計年度における販売費及び一般管理費は、販売諸掛、従業員給

与手当が増加したものの、海外拠点紙パルプ等卸売事業において貸倒引当

金繰入額が減少したことにより、前連結会計年度に比べ４億38百万円減少

し、196億45百万円（前年同期比2.2％減）となりました。

以上の結果、当連結会計年度における営業利益は、前連結会計年度に比

べ13億31百万円増益の23億62百万円（同129.2％増）となりました。

（経常利益）
当連結会計年度における営業外収益は、円高による為替差益及び貸倒引

当金戻入額の計上等により、前連結会計年度に比べ３億18百万円増加し13

億63百万円（前年同期比30.4％増）となりました。

営業外費用は、前連結会計年度に計上した為替差損が為替差益に転じた

こと及び持分法投資損失の減少等により前連結会計年度に比べ３億22百万

円減少し６億40百万円（同33.5％減）となりました。

以上の結果、当連結会計年度における経常利益は、前連結会計年度に比

べ19億72百万円増益の30億86百万円（同177.0％増）となりました。

（税金等調整前当期純利益）
当連結会計年度における特別利益は、物流戦略に基づく春日井倉庫の売却

等があったものの、前連結会計年度に固定資産売却益27億73百万円及び投

資有価証券売却益４億83百万円を計上した事等から、前連結会計年度に比べ

26億34百万円減少し６億23百万円（前年同期比80.9％減）となりました。

特別損失は、前連結会計年度に固定資産売却損５億88百万円を計上し

たことから、前連結会計年度に比べ８億３百万円減少し71百万円（同91.9％

減）となりました。

以上の結果、当連結会計年度における税金等調整前当期純利益は、前連結会

計年度に比べ１億41百万円増益の36億39百万円（同4.0％増）となりました。

（b）財政状態の分析
（資産）

当連結会計年度末の総資産は、1,986億32百万円となり、前連結会計年度

末に比べ143億86百万円増加しました。これは主に、経費削減のための本社の

取得及び物流戦略に基づく戸田物流センターの取得等による有形固定資産の

増加、社内基幹システム投資による無形固定資産の増加等によるものです。

（負債）
負債は、1,509億37百万円となり、前連結会計年度末に比べ107億36百万

円増加しました。これは主に借入金及びコマーシャル・ペーパーによる有利子

負債の増加、仕入債務の増加によるものです。

（純資産）
純資産は、476億94百万円となり、前連結会計年度末に比べ36億50百万

円増加し、自己資本比率は23.9％となり、前連結会計年度末に比べ0.1ポイン

ト増加しました。これは主に利益剰余金の増加、株価上昇によるその他有価

証券評価差額金の増加、年金資産の時価上昇等による退職給付に係る調整

累計額の増加によるものであります。

（c）当社グループの資本の財源及び資金の流動性について
当社グループの運転資金需要のうち主なものは経常運転資金、販売費及

び一般管理費等の営業費用であります。投資等を目的とした資金需要は、固

定資産の購入及びソフトウエア投資等によるものであります。

当社グループは、事業運営上必要な流動性と資金の源泉を安定的に確保

することを基本方針としております。短期運転資金は自己資本及び金融機関

からの短期借入、コマーシャル・ペーパーを基本としており、投資を目的とした

資金調達につきましては、金融機関からの長期借入を基本としております。

2018年６月26日付で、当社株式は東京証券取引所市場第一部に上場し

ており、新株発行による手取額22億12百万円については、社内基幹システム

関連の設備投資に８億51百万円、残額を金融機関からの借入金の返済に充

当する予定であります。

なお、当連結会計年度末における借入金及びコマーシャル・ペーパーの残

高は496億93百万円となっております。また、当連結会計年度末における現

金及び現金同等物の残高は41億35百万円となっております。

（d）経営方針／経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断
するための客観的な指標について

当社グループでは、ROA及びROEを経営指標として重視し、効率的な

経営の実現に取り組んでおります。当連結会計年度の実績は、ROA1.3％、

ROE5.3％となりました。

資本政策
当社グループは企業価値の中期的向上と安定的な株主還元を資本政策の

基本的な方針としております。当社グループは財務基盤の安定化に向け、外

部格付けの向上を図るべく、早期に自己資本比率25％の達成に努めます。一

方でROAを重要な経営指標の一つとし、資産効率性を高めることで、最適資

財務分析
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本構成を実現します。また、ROEは株主資本コストを上回ることを目標として

おります。なお、配当性向は30％を目指します。

事業等のリスク
当社グループの経営成績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のある事

業等のリスクには、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、2018年6月28日現在において当社グ

ループが判断したものであり、将来において発生の可能性がある全てのリス

クを網羅するものではありません。

（1） 主要取引先への依存について
当社の主要株主である王子ホールディングス株式会社及び日本製紙株式

会社のグループ会社は、当社グループの主要商品である紙及び板紙を仕入

れている主要仕入先であります。当連結会計年度における２社グループから

の仕入金額合計は総仕入金額の47.1％になります。

当社は現在、両社と代理店指定に係る基本契約書を締結しており、今後も

取引の継続的な拡大を図っていく方針でありますが、何かしらの影響により、

両社グループから当社への商品供給に著しい支障が生じた場合、当社グルー

プの事業展開、財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（2） 商品市況の影響について
当社グループの主要な商品である紙、板紙等の製品の仕入価格は、原材料

であるパルプ、チップ、古紙等の世界的な需要及び原油等の燃料価格の動向

の影響を受けることから、それらの価格が大きく上昇した場合には、製品の仕

入価格に影響を与えます。当社グループでは、適正な利潤を確保するため、販

売先との価格交渉を継続的に行っておりますが、販売価格への転嫁の状況に

よっては、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

（3） 紙・パルプ業界の流通再編について
紙・パルプ市場は、景気動向や消費動向等に大きく影響を受けます。また、

人口減少やペーパーレス化等により、国内市場の縮小化が進むことが予想さ

れ、それに伴い、流通会社の再編がさらに進む可能性があります。当社グルー

プでは、従来よりM＆A等により業界再編に対応しており、今後も柔軟な対応

を継続していく方針でありますが、市場環境の当社グループの想定を超える

変化やM&Aが当社グループの想定どおりの効果を上げられなかった場合、

当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（4） メーカーの直売指向について
厳しい経済環境の中、紙製品のユーザーにはコスト削減を積極的に進める

会社が増加する傾向があり、当社グループもこれに対応するため、流通コスト

の削減等の企業努力を行い、取引関係の維持に努めております。しかしなが

ら、近年では製紙メーカー各社の直売指向があり、特に産業用紙の分野では

この傾向が強くなっております。このような場合、当社グループの販売先であ

るユーザーがメーカーとの直接取引に切り替えることがあり、このようなケー

スが当社グループの想定を超えて増加した場合、当社グループの財政状態及

び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（5） 為替レートの変動リスク
当社グループの事業区分である「海外拠点紙パルプ等卸売事業」では、ア

ジア、米州等を中心に世界各国における販売を行っており、当連結会計年度

における海外拠点紙パルプ等卸売事業の売上高は連結売上高の17.7％と

なっております。

また、当社グループでは、日本からの紙、板紙、古紙等の輸出販売も行って

おり、これらの商品の海外での価格競争力は為替レートの変動による影響を

受けます。

連結財務諸表の作成に際しては、各国における現地通貨建ての売上高、費

用等を円換算した上で計算しており、円換算時の為替レートの影響を受ける

こととなります。当社グループは、為替予約取引等により、為替レートの変動

による影響を最小限に止めることに努めております。しかしながら、為替レー

トが当社グループの想定を超えて変動した場合、当社グループの財政状態及

び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（6） 金利変動リスク
当社グループでは、運転資金等の調達は金融機関からの借入金及びコ

マーシャル・ペーパーの発行を中心に行っております。当社グループでは、長

期借入金(固定金利)による調達、金利スワップ等を取り入れ、金利変動によ

る影響を最小限に止めることに努めておりますが、当社グループの想定を超

えて金利変動が生じた場合、当社グループの財政状態及び経営成績に影響

を及ぼす可能性があります。なお、当連結会計年度末における借入金及びコ

マーシャル・ペーパーの残高は496億93百万円であり、総資産に対する割合

は25.0％であります。

（7） カントリーリスク
当社グループは、アジア、米州等を中心に世界各国における販売を行って

おり、当連結会計年度における海外拠点紙パルプ等卸売事業は連結売上高

の17.7％を占めておりますが、これらの国々においては、法改正や人件費高

騰、外交問題等の要因により、事業活動に制約が生じる可能性があります。ま

た、紙・パルプ市場は、事業展開を行っている国または地域の景気動向や消

費動向等に大きく影響を受けます。当社グループでは、海外事業の売掛金に

係る保険の付保や当該国における情報収集の徹底等により、これらのリスク

を最小限に止めることに努めておりますが、当該リスクが顕在化した場合、当

社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

なお、第142期連結会計年度並びに第143期連結会計年度において、中国

及び香港の取引先を中心に多額の貸倒引当金繰入額を計上し、海外拠点紙

パルプ等卸売事業ではセグメント損失を計上するに至りました。中国事業に

おいては、上記の貸倒引当金繰入等を主要因として財政状態が悪化した国紗

褘紙漿紙張商貿(上海)有限公司の清算手続きを進めておりますが、清算の過

程において不測の損失が発生した場合、当社グループの財政状態及び経営

成績に影響を及ぼす可能性があります。

（8） 取引先与信リスク
当社グループの販売取引では、掛売り、手形回収が慣行となっている取引

先が多くなっております。また、当社グループの「海外拠点紙パルプ等卸売事

業」においては、「アジア」に占める割合が高い状況にあります。このような状

況等をも踏まえ、当社グループでは、定期的に海外拠点全店を対象とした与

信見直会議を実施しているほか、海外店の管理担当者会議を年１回開催し、

取引先個別管理を徹底すると共に、回収不能の未然防止対策として規程、マ

ニュアル等を整備し、当該規程等に基づいた審査を定期的に実施し、与信リ

スク回避に努めております。しかしながら、取引先の信用状態が悪化し、回収

不能になる債権が当社グループの想定以上に増加した場合、財政状態及び

経営成績に影響を及ぼす可能性があります。なお、「アジア」地区における当

社グループの主要な販売先は、香港証券取引所に上場する森信紙業集團有

限公司（Samson Paper Holdings Ltd.以下「サムソンペーパーホールディ

ングスグループ」という。）であり、同社グループに対する当連結会計年度末の

売掛金残高は146億39百万円となっております。

（9） 退職給付債務
当社グループでは、確定給付年金制度、退職一時金制度及び確定拠出年

金制度を採用しており、これに伴う退職給付費用及び退職給付債務は、割引

率等の数理計算上で設定される前提条件や年金資産の長期期待運用収益

率に基づいて算出されております。また、年金資産の一部には株式信託を採

用しております。従いまして、割引率の低下や運用利回りの悪化、信託した株

式の時価の低下が生じた場合、当社グループの財政状態及び経営成績に影

響を及ぼす可能性があります。

（10） 所有する株式の時価変動リスクについて
当社グループが保有する株式は、仕入先企業、販売先企業、取引金融機関

等、業務上密接な関係にある企業の株式が大半でありますが、株式市況の動

向及び当該企業の業績等によって当該株式の価格に変動が生じた場合、当

社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（11） 新規事業投資のリスクについて
当社グループは、事業機会の拡大、既存事業の強化等を図っていくため、

新会社の設立や既存の会社の買収等の投資を行っており、2017年４月には

訪問看護事業の起業支援及び運営支援を行うホウカンＴＯＫＹＯビジネス

サービス株式会社へ１億90百万円投資しております。この投資に関連して投

下資金の回収不能、撤退の場合に追加損失が発生するリスク、及び計画した

利益が上がらないなどのリスクを負っています。

これらのリスクの管理については、投資委員会を開催し投資の採算性につ

いて十分な審議を行い、定期的に投資先の経営状況や計画の進捗等を確認

し、取締役会等に報告することとしております。しかしながら、追加損失が発

生するリスク、及び計画した利益が上がらないというリスクを完全に回避する

ことは困難であり、事業環境の変化や案件からの撤退等に伴い、当社グルー

プの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（12） 中国投資に係るリスク
当社は、中国に持分法を適用する製造会社を２社有しております。サムソン

ペーパーホールディングスグループとの合弁で段ボール原紙の製造及び販

売をおこなっているMISSION SKY GROUP LIMITEDグループへの当連結

会計年度末における持分法による投資額は39億92百万円であり、そのうち

のれん額は14億41百万円となります。中国投資事業につきましては社内で

管理レポートラインを作り、主管部門が四半期ごとに経営成績や投資計画の

進捗状況をモニタリングしております。事業環境の急変などにより、予期せぬ

状況変化で事業計画からの大幅な乖離が生じ、持分法適用会社に損失が発

生した場合は、当社の持分比率に応じて、連結財務諸表に計上され、当社グ

ループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（13） 不動産市況等の影響について
当社グループは、収益基盤の安定化を目的とし、所有不動産を活用した不

動産賃貸事業に取り組んでおります。しかしながら、不動産市況に変動が生

じ、所有する不動産価格や賃貸料が低下した場合、当社グループの財政状態

及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。なお、当連結会計年度末に

おける総資産に対する賃貸不動産の比率は8.2％であります。

（14） 大株主との関係について
1979年3月に、共に当社の株主であった王子製紙㈱と日本パルプ工業㈱

の合併により、王子製紙㈱(存続会社)の当社への議決権保有率が24.3%とな

りました。王子ホールディングス㈱(持株会社制に移行し、商号を王子製紙㈱

から王子ホールディングス㈱と変更)の2018年6月28日現在の議決権保有

比率は18.7%(間接所有含む)であります。

1924年の当社設立以来、同社及び同社のグループ会社(以下、同社グルー

プ)を主力仕入先として継続的な取引を行っておりますが、同社グループとの取

引は、他の仕入先である製紙メーカーと同様の取引条件で行っております。

また、2018年6月28日現在、同社グループと当社グループにおいて、役職

員の兼務や出向者の受入れはありません。加えて、経営の意思決定において、

同社グループへの事前承認等が必要となる事項もなく、当社グループは独立

的な経営を行っております。しかしながら、将来において、同社グループの経

営方針や戦略が変更された場合には、当社グループの事業活動等に影響を

及ぼす可能性があります。

（15）資金使途について
当社が2018年６月26日に実施した公募増資による調達資金の使途につい

ては、社内基幹システム関連の設備投資及び借入金の返済に充当することを

予定しております。しかしながら、計画に沿って調達資金を使用した場合にお

いても想定した投資効果が得られない可能性や設備投資にかかる遅延等が

発生し想定外の費用増等が発生した場合においては、当社グループの財政状

態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。なお、社内基幹システム

関連の設備投資の完了後は償却負担を含む経費の増加を見込んでいます。

経営環境及び対処すべき課題
当社グループは、海外展開の強化や新規事業の立ち上げによる事業ポート

フォリオ改革、透明性の高いガバナンスの実現、人材の育成・確保を課題とし

て取り組んでおります。

①海外展開の強化
長期経営ビジョン『GIFT+1 2024』の中で、特に「Globalization」を重視し

ております。主力商品である印刷・情報用紙は、依然として内需低迷が続いて

おり、収益機会の多様化を進めるため、海外展開の強化を推進しております。

中でも成長市場である、中国・東南アジア・インドへの展開が課題と捉えてお

り、現地化と業容の拡大を図っていますが、特に包装関連需要は、経済成長

に伴い底堅い需要が見込まれることから、紙・板紙に化成品及び製品も含め

たトータル・パッケージ分野へ注力しております。既に中国において軟包装印

刷事業への投資を行い、同国の環境規制に対応した日本の先進技術を導入

する等競争力の強化も進めております。また、インドビジネスの再構築を目的

として、新会社設立に向けた準備を進めております。アジアにおける投資機会

を継続的に模索していくため、昨年６月にはグローバルビジネス統括本部に

グローバルビジネス業務本部を新設し、営業と管理が一体となり機動的に動

けるよう組織を改編しております。

②新規事業の立ち上げ
昨年６月に、「Society 5.0」の実現を目指す「未来投資戦略2017」が閣議

決定されました。ＡＩ、ＩｏＴ、ロボットなどを活用した、来たるべき新たな社会

においても価値を生み出し続ける企業となるため、次期成長戦略としてシス

テム開発をベースとしたソフトサービス産業分野への進出を図り、現在３つの

案件を進めております。まず１つ目は、ラベル等に印刷可能な感温センサーの

開発を目指す「温度管理物流ソリューション事業」です。２つ目は、燃焼効率を

最適化するソフトウエアを開発し販売に繋げる「バイオマス発電最適化システ

ムソリューション事業」です。そして３つ目が、昨年４月にスタートした「地域包

括ケアシステムソリューション事業」です。これらのソリューション事業を通し

て当社グループは「Society 5.0」の実現に貢献してまいります。

③透明性の高いガバナンスの実現
企業の持続的成長と中長期的な企業価値向上のため、「コーポレートガバ

ナンス・コード」を重視しており、より一層のガバナンスの充実という観点から、

新システムの導入準備を進めております。また、アジア地域統括会社のKPP 

ASIA-PACIFIC PTE. LTD.の傘下に、DAIEI AUSTRALASIA PTY LTD及び

DAIEI PAPERS (S) PTE LTDを再配置し、DAIEI PAPERS BRAZIL EIRELI

を本社の直轄とするなど、海外におけるガバナンスも強化しております。さらに、

海外子会社を対象としたグローバル与信会議や、現地管理担当者研修会を継

続的に実施し、海外法人の管理体制の強化を図っております。

④人材の育成・確保
当社グループでは、ダイバーシティをさらに推進するために、継続的に人

材の多様化を図っており、国内外のグローバル人材の中途採用や、女性管

理職への登用を見据えた女性総合職の採用などにも取り組んでおります。ま

た、昨年４月より開始した社内改革プロジェクトによって、働き方改革に繋が

る業務の効率化を進めております。さらに、Ｅラーニングを積極的に活用し、

「Society 5.0」という新しい環境に対応できる、幅広い知識を基盤とした高

い専門性を持つ「T型人材」の育成を進めております。

財務分析
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連結財務諸表

前連結会計年度
（2017年3月31日）

当連結会計年度
（2018年3月31日）

資産の部
流動資産

現金及び預金 2,352 4,177
受取手形及び売掛金 105,066 105,692
電子記録債権 13,290 13,208
商品 15,728 17,511
繰延税金資産 558 477
その他 2,872 3,509
貸倒引当金 △2,291 △2,139
流動資産合計 137,577 142,438

固定資産
有形固定資産

建物及び構築物（純額） 4,506 6,339
機械装置及び運搬具（純額） 26 52
工具、器具及び備品（純額） 127 137
土地 12,569 18,197
リース資産（純額） 121 151
有形固定資産合計 17,353 24,878

無形固定資産
のれん 842 727
ソフトウェア 1,898 2,453
その他 26 16
無形固定資産合計 2,767 3,196

投資その他の資産
投資有価証券 24,703 26,250
長期貸付金 9 35
繰延税金資産 55 27
退職給付に係る資産 147 411
その他 2,598 2,255
貸倒引当金 △966 △861
投資その他の資産合計 26,547 28,118

固定資産合計 46,668 56,193
資産合計 184,245 198,632

①【連結貸借対照表】
前連結会計年度

（2017年3月31日）
当連結会計年度

（2018年3月31日）
負債の部

流動負債
支払手形及び買掛金 80,904 84,158
電子記録債務 2,892 3,909
短期借入金 35,071 32,608
コマーシャル・ペーパー 4,000 8,000
リース債務 41 49
未払法人税等 598 510
賞与引当金 923 892
役員賞与引当金 21 26
ポイント引当金 30 32
事業損失引当金 79 ー

その他 4,051 4,401
流動負債合計 128,615 134,589

固定負債
長期借入金 4,524 9,084
リース債務 94 112
繰延税金負債 4,453 5,318
役員退職慰労引当金 228 225
退職給付に係る負債 732 148
資産除去債務 70 71
その他 1,481 1,387
固定負債合計 11,586 16,347

負債合計 140,201 150,937
純資産の部

株主資本
資本金 3,442 3,442
資本剰余金 7,670 7,670
利益剰余金 26,648 28,549
自己株式 △153 △153
株主資本合計 37,608 39,509

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金 5,337 6,389
繰延ヘッジ損益 10 8
為替換算調整勘定 976 1,070
退職給付に係る調整累計額 △4 569
その他の包括利益累計額合計 6,319 8,037

非支配株主持分 116 148
純資産合計 44,044 47,694

負債純資産合計 184,245 198,632

単位：百万円単位：百万円
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

前連結会計年度
（自 2016年4月1日 至 2017年3月31日）

当連結会計年度
（自 2017年4月1日 至 2018年3月31日）

売上高 366,777 377,714
売上原価 345,662 355,706
売上総利益 21,115 22,008
販売費及び一般管理費

販売費 5,400 5,524
従業員給料及び手当 5,838 6,000
賞与引当金繰入額 916 887
役員賞与引当金繰入額 21 26
退職給付費用 304 302
貸倒引当金繰入額 1,025 43
役員退職慰労引当金繰入額 62 57
その他 6,513 6,803
販売費及び一般管理費合計 20,084 19,645

営業利益 1,031 2,362
営業外収益

受取利息 423 469
受取配当金 391 413
為替差益 ー 93
貸倒引当金戻入額 32 174
その他 197 212
営業外収益合計 1,045 1,363

営業外費用
支払利息 459 443
売上債権売却損 28 27
為替差損 272 ー
持分法による投資損失 135 81
その他 68 87
営業外費用合計 962 640

経常利益 1,114 3,086
特別利益

固定資産売却益 2,773 619
投資有価証券売却益 483 3
その他 0 0
特別利益合計 3,257 623

特別損失
固定資産売却損 588 ー
固定資産除却損 1 13
減損損失 77 ー
投資有価証券評価損 93 14
事業損失引当金繰入額 79 ー
リース解約損 ー 39
その他 33 3
特別損失合計 874 71

税金等調整前当期純利益 3,497 3,639
法人税、住民税及び事業税 947 888
法人税等調整額 316 298
法人税等合計 1,264 1,187
当期純利益 2,232 2,452
非支配株主に帰属する当期純利益 17 18
親会社株主に帰属する当期純利益 2,215 2,433

【連結損益計算書】

前連結会計年度
（自 2016年4月1日 至 2017年3月31日）

当連結会計年度
（自 2017年4月1日 至 2018年3月31日）

当期純利益 2,232 2,452

その他の包括利益
その他有価証券評価差額金 1,700 1,052

繰延ヘッジ損益 52 △2

為替換算調整勘定 △85 11

退職給付に係る調整額 28 574

持分法適用会社に対する持分相当額 △323 84

その他の包括利益合計 1,372 1,719

包括利益 3,605 4,171

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 3,589 4,152

非支配株主に係る包括利益 15 19

【連結包括利益計算書】

単位：百万円 単位：百万円

単位：百万円

単位：百万円

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,442 7,670 24,966 △153 35,925
当期変動額

剰余金の配当 △532 △532
親会社株主に帰属する当期純利益 2,215 2,215
自己株式の取得 △0 △0
株主資本以外の項目の当期変動額

（純額）
当期変動額合計 ー ー 1,682 △0 1,682
当期末残高 3,442 7,670 26,648 △153 37,608

③【連結株主資本等変動計算書】
前連結会計年度（自 2016年 4月1日　至 2017年 3月31日）

その他の包括利益累計額
非支配

株主持分 純資産合計その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算調整
勘定

退職給付に係
る調整累計額

当期首残高 3,636 △42 1,383 △33 98 40,969
当期変動額

剰余金の配当 △532
親会社株主に帰属する当期純利益 2,215
自己株式の取得 △0
株主資本以外の項目の当期変動額

（純額） 1,700 52 △407 28 18 1,392

当期変動額合計 1,700 52 △407 28 18 3,075
当期末残高 5,337 10 976 △4 116 44,044

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,442 7,670 26,648 △153 37,608
当期変動額

剰余金の配当 △532 △532
親会社株主に帰属する当期純利益 2,433 2,433
自己株式の取得 △0 △0
株主資本以外の項目の当期変動額

（純額）
当期変動額合計 ー ー 1,901 △0 1,900
当期末残高 3,442 7,670 28,549 △153 39,509

当連結会計年度（自 2017年 4月1日　至 2018年 3月31日）

その他の包括利益累計額
非支配

株主持分 純資産合計その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算調整
勘定

退職給付に係
る調整累計額

当期首残高 5,337 10 976 △4 116 44,044

当期変動額

剰余金の配当 △532

親会社株主に帰属する当期純利益 2,433

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額） 1,052 △2 94 574 31 1,749

当期変動額合計 1,052 △2 94 574 31 3,650

当期末残高 6,389 8 1,070 569 148 47,694
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前連結会計年度
（自 2016年4月1日 至 2017年3月31日）

当連結会計年度
（自 2017年4月1日 至 2018年3月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 3,497 3,639

減価償却費 523 433

減損損失 77 ー

のれん償却額 114 114

持分法による投資損益（△は益） 135 81

投資有価証券評価損益（△は益） 93 14

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △1 △16

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △10 △3

賞与引当金の増減額（△は減少） 160 △30

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △0 4

貸倒引当金の増減額（△は減少） 777 △466

ポイント引当金の増減額（△は減少） △6 2

事業損失引当金の増減額（△は減少） 79 ー

受取利息及び受取配当金 △815 △883

支払利息 459 443

固定資産除売却損益（△は益） △2,183 △606

投資有価証券売却損益（△は益） △477 △3

売上債権の増減額（△は増加） △3,351 △522

たな卸資産の増減額（△は増加） △142 △1,762

その他の資産の増減額（△は増加） △57 △323

仕入債務の増減額（△は減少） 2,875 3,972

その他の負債の増減額（△は減少） △113 384

その他 △39 57

小計 1,594 4,530

利息及び配当金の受取額 820 889

利息の支払額 △461 △456

法人税等の支払額 △839 △944

　 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,114 4,019

投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の預入による支出 △76 △2

定期預金の払戻による収入 21 20

有形及び無形固定資産の取得による支出 △1,511 △8,583

有形及び無形固定資産の売却による収入 6,818 759

投資有価証券の取得による支出 △675 △211

投資有価証券の売却による収入 1,042 8

貸付けによる支出 △101 △83

貸付金の回収による収入 79 50

敷金の回収による収入 ー 114

その他 ー 7

　 投資活動によるキャッシュ・フロー 5,596 △7,920

財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増減額（△は減少） △3,041 1,328

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少） 1,000 4,000

長期借入れによる収入 400 7,000

長期借入金の返済による支出 △4,565 △6,004

非支配株主からの払い込みによる収入 ー 10

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △532 △532

その他 △51 △40

    財務活動によるキャッシュ・フロー △6,791 5,760

現金及び現金同等物に係る換算差額 △130 △15

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △210 1,843

現金及び現金同等物の期首残高 2,502 2,291

現金及び現金同等物の期末残高 2,291 4,135

④【連結キャッシュ・フロー計算書】

単位：百万円

企業情報

国内
● 鳴海屋紙商事株式会社
● 大同紙販売株式会社
● 九州紙商事株式会社
● 岡山紙商事株式会社
● むさし野紙業株式会社
● 株式会社グリーン山愛
● KPPロジスティックス株式会社
● ホウカンTOKYOビジネスサービス株式会社

海外
● 国紗褘紙漿紙張商貿（上海)有限公司
● DAIEI AUSTRALASIA PTY LTD
● DaiEi Papers(H.K.)Limited
● DaiEi Papers(USA) Corp.
● DAIEI PAPERS (S) PTE LTD
● DAIEI PAPERS BRAZIL EIRELI　
● 慶真紙業貿易（上海)有限公司
● DAIEI PAPERS（S.A.）PTE LTD
● DAIEI PAPERS (THAILAND) CO., LTD.
● DAIEI PAPERS (M) SDN. BHD.
● DAIEI PAPERS TRADING INDIA PRIVATE LTD
● KPP ASIA-PACIFIC PTE. LTD.

商号
国際紙パルプ商事株式会社

（KOKUSAI PULP&PAPER CO.,LTD.）

設立
1924年（大正13年）11月27日

代表者
代表取締役 社長執行役員CEO
田 辺　円

事業目的
● 紙、紙加工品の売買及び輸出入
● パルプ、古紙の売買及び輸出入
● 化成品、工業薬品、園芸薬品、紙関連機械、包装機器、産業用電気機器、輸

送用機器、電子部品、事務用機器、建材、包装資材、印刷関連資材、日用品

雑貨、衛生材料、医療材料、製紙ボイラー用燃料、製紙・紙製品製造用工

業製品、バイオマス燃料の売買及び輸出入
● 古物売買業
● 産業廃棄物・一般廃棄物の収集、運搬、処理業
● 前各号に係わる問屋業、仲立業、代理業、リース業及び加工業
● 食品の加工・売買及び輸出入
● 不動産の保有、賃貸借、売買、管理及び仲介
● 建設工事請負
● 建築物の設計及び工事の監理
● 倉庫業
● 損害保険に係わる代理業
● 有価証券の保有及び投資
● 前各号に付帯する一切の業務

株式の状況
発行可能株式総数
267,500千株

発行済株式総数（2018年（平成30年）7月時点） 

75,077千株

大株主
王子ホールディングス株式会社　

日本製紙株式会社

株式会社みずほ銀行

株式会社三菱UFJ銀行

株式会社三井住友銀行　

農林中央金庫

国際紙パルプ商事従業員持株会

主要取引銀行
株式会社みずほ銀行　

株式会社三菱UFJ銀行

株式会社三井住友銀行　

農林中央金庫

関係会社

資本金
47億2,353万円（2018年（平成30年）7月時点）

年商
3,777億円（2018年(平成30年)3月期） ※連結 

従業員数
956名(2018年（平成30年）3月31日) ※連結
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